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第２章「市町村公⽂書管理シンポジウム」報告  
 

１．シンポジウム概要   
（（１１））趣趣  旨旨  

2011 年に施⾏された公⽂書管理法において、地⽅公共団体においても⽂書の適正な管理
に関して必要な施策を策定し、これを実施するよう努めなければならないとしている。 

⾏政はなぜ公⽂書等を適切に保管し保存することが必要なのか、どのように管理し保存
すればよいのか、2019 年 11 ⽉に実施したアンケートの結果も踏まえながら、県内市町村に
おける歴史公⽂書の保存継承の課題を洗い出し、解決策を探る。 

 
（（２２））テテーーママ  

「つなごう未来へ 地域の歩み」 
 〜市町村の歴史公⽂書をどのように保存継承していくか〜 

 
（（３３））主主  催催  

公益財団法⼈ 沖縄県⽂化振興会 
 
（（４４））後後  援援  

沖縄県、沖縄県市⻑会、沖縄県町村会、沖縄県地域史協議会 
 
（（５５））⽇⽇  時時  

2020 年 2 ⽉ 14 ⽇（⾦） 13：20〜17：15 
 
（（６６））場場  所所  

沖縄県市町村⾃治会館 ホール（那覇市旭町 116 番地の 37） 
 

（（７７））総総  括括  
シンポジウムでは、我が国レコードマネージメント業界の第⼀⼈者⼩⾕允志⽒の基調講

演、当財団アーキビストの仲本和彦の講演、2019 年 11 ⽉に⾏った「市町村の公⽂書管理に
関するアンケート調査」結果について当財団公⽂書管理課⻑の⼤城博光が中間報告を⾏い
ました。 

― 35 ―

「市町村公文書管理シンポジウム」報告　 第２章



 

参加者とのディスカッションでは、アンケートの結果も踏まえながら県内市町村における
歴史公⽂書の保存継承の現状と課題、解決策について皆さんとともに考えました。 

年度末の業務繁忙期や新型コロナウィルスの感染者が沖縄県で初めて確認されたこともあ
って当⽇キャンセルもあり、市町村職員の参加者は５市 5 町 2 村で合わせて 18 名にとどまり
ました。講演後の質疑応答やディスカッションではそれぞれの⾃治体の歴史公⽂書の保存継
承にかかる⽂書管理の現状と課題、解決策について活発な意⾒交換が⾏われました。 
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２．基調講演：公⽂書管理法の求める⾃治体の公⽂書管理   
⼩ ⾕ 允 志 

                               
皆さんこんにちは。ただ今、何か過分なご紹介をいただきましたが、⼩⾕と申します。ど

うぞよろしくお願いいたします。 
今⽇は公⽂書管理のお話をさせて頂くわけですが、公⽂書管理につきましては、国の⽅で

森友・加計学園問題等、また最近は特に「桜を⾒る会」の問題で公⽂書管理についての話題
がよく取りざたされております。そんな中で、国あるいは⾃治体のようなお役所に限らず、
⺠間企業を含めどのような組織にあっても⽂書管理は⼤変重要です。 

特に公⽂書管理につきましては、説明責任という重い役割を背負っておりますので⾮常に
重要なわけです。この沖縄県の場合は⽇本で唯⼀、先の⼤戦で戦場になったということ、さ
らにアメリカの占領が⻑く続いた上に、また現在に⾄るまで基地問題でご苦労されていると
いう、⽇本の中でもちょっと特別な⼟地柄でもありますので、県下の各⾃治体におかれまし
ては、それぞれの地域の歴史を残すということが⾮常に重要になっていると思います。先ほ
ど理事⻑のお話にもありましたように、歴史を残すということは、結局は記録を残すという
ことですので、取りも直さず、公⽂書管理をいかにきちんとやるかということにつながって
くるわけです。要するに記録がないと歴史は残らないのです。その意味で沖縄県の場合は、
特に公⽂書管理が⾮常に重要になってくると思っていますので、どうぞよろしくお願いいた
します。 

ということで今⽇は国の公⽂書管理法というものを中⼼にお話をするわけですが、ご承知
のようにこの法律はほぼ10年前の2009年にできまして、2011年から施⾏となっております。
この法律は、皆さん⽅⾃治体に直接、適⽤されることはありませんが、この法律⾃体、中⾝
は⾮常によいものなんですね。問題はいろいろとあることはあるのですが、以前に⽐べると
かなりいい内容が盛り込まれたと思っております。従って記録管理、⽂書管理に携わるわれ
われとしては、この法律の制定は⽇本の⽂書管理の歴史の中でも画期的な出来事だと、この
ように思っているわけです。 

この法律は国の公⽂書管理の基本法ですから、いわゆる各省庁はじめ独⽴⾏政法⼈、国⽴
⼤学法⼈などが対象となります。ところが、そのような国の公⽂書管理の基本法、これをア
メリカとかイギリスと⽐較をすると実は次のようなことが⾒えてきます。 

⽇本の公⽂書管理法は 2009 年にできました。実はアメリカでは公⽂書管理法に相当する、
連邦政府全体の記録管理を取り仕切る法律は連邦記録法というものがありますが、1950 年に
できています。ということは、⽇本の公⽂書管理法はアメリカから 60 年遅れてやっとできた
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ということになります。イギリスはやはり同じように公記録法というものがあり、これは
1958 年にできていますから、公⽂書管理法は英⽶に⽐べると、50 年 60 年遅れているという
わけです。というようなことで、⽇本でこの法律ができたのは⾮常に喜ばしいことですが、
世界的なレベルからみると⾮常に遅れたということになります。はっきり⾔いまして、⽂書
管理につきましてはお役所の公⽂書管理だけでなく、⺠間企業の⽂書管理を含めまして、⽇
本は⼤変後進国であるというのが実情なんです。私も記録管理学会とかアーカイブズ学会と
かいろいろな⽂書管理、アーカイブズの団体に所属して今まで活動してきましたが、それは
取りも直さず⽇本の⽂書管理のレベルを少しでも上げたい、アメリカやイギリスなどの先進
国に少しでも追いつきたいということで活動してきたような次第なのです。 

公⽂書管理法の制定⾃体が遅れたということもありますが、実はもう⼀つ問題があります。
ご承知のように情報公開というのは、基本的に公⽂書管理ができていないと成り⽴たない制
度です。すなわち請求した⽂書がなければ、「⽂書不存在」となって情報公開は成り⽴たない。
そのために⾏政⽂書の管理と情報公開法は⾞の両輪と⾔われているのです。ところが⽇本の
場合は、情報公開法の⽅が公⽂書管理法よりも 10 年先にできています。公⽂書管理法がベー
スになって情報公開が成り⽴つわけですから、本来なら公⽂書管理法が先にできていないと
おかしい。つまりこれが逆転しているわけです。⽇本はこういうことを平気でやっているわ
けですね。アメリカ、イギリスを⾒てください。ちゃんと記録管理の基本法が先にできて、
それから情報公開法ができています。このようなことから⾒ても、いかに⽇本の公⽂書管理
が遅れているかということが分ります。これはその⼀つの表れということになんですね。 

先にも⾔いましたように、この公⽂書管理法が直接、皆さん⽅⾃治体に適⽤されるという
ことはないのですが、この中の第 34 条において、国と同じような施策を策定して実施してく
ださい、というお願いをしております。つまり努⼒義務という形になっているのですが、こ
れは⾔うまでもなく地⽅⾃治の精神を尊重してこういう形にしているのです。このようなお
願いをしているからというだけではなく、実はこの法律には皆さん⽅の⾮常に参考になるこ
とがいろいろと盛り込まれていますので、今⽇はその辺のところを少しお話ししようと思っ
ているわけです。 

公⽂書管理法の中⾝をご理解頂くためには、逐条解説的に第１条がどう、第2条がどう、と
こういうやり⽅もありますが、私はむしろ公⽂書管理法ができる以前の国の公⽂書管理にお
いて、どのような問題点、課題があったのかということをお話した⽅が、なぜこのような法
律ができたのかが分かり、この法律の理解が早かろうということで、いつもこのようなお話
をさせて頂いております。 

実はこの法律ができる以前には、こんな状況がありました。1999 年に情報公開法ができた、
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そういう段階の話ですが、この情報公開法はご承知のように⾏政機関が国⺠に対して説明責
任を果たすということをちゃんと義務付けた法律です。先ほど⾔いましたように、情報公開
というのは⽂書管理がベースになることから、情報公開法の中に、「この法律の適正かつ円滑
な運⽤に資するため、⾏政⽂書を適正に管理するものとする」という⼀条が⼊ったのです。
⾔い換えると、これ⼀条だけで国の公⽂書管理をやってきたということです。公⽂書管理法
ができるまでの 10 年間というのはそういう状況だったのですね。ここで⼤事なことは P.59 の
スライド7で⽰しましたように、「説明責任」と「情報公開法」と「⽂書管理」、この3つの関
係です。情報公開法は⾏政機関が国⺠への説明責任を果たすということを義務付け、このこ
とを明記しました。これによって⽇本で初めて、説明責任という概念が法律レベルで導⼊さ
れたわけです。もともと海外ではもっと先にやっていたものです。また国より先に情報公開
条例を作られた先進的な⾃治体はいくつもありますが、⼤部分はこの国の法律に合わせて情
報公開条例が作られたということになると思います。まず、この情報公開法と説明責任との
関係は、はっきりとこの法律や皆さん⽅のところの情報公開条例にきちんと謳われておりま
すから、これは〇ということになります。先ほども申し上げましたように、情報公開は⽂書
管理がベースになっているという意味で、この⼆つは⾞の両輪と⾔われています。しかし情
報公開はちゃんと独⽴した法律がありますが、先ほど⾔いましたようにこの段階の⽂書管理
は、その法律の中のただ⼀条で公⽂書管理を適正にやりましょうということが⾔われている
だけです。ですから、情報公開はちゃんと法律になっているけど⽂書管理の法律はなかった
という意味では、⾞の両輪と⾔いながらどうも、この関係は〇とは⾔えない。要するに⾞の
両輪には違いないけれど、⽚⽅は普通⾞のタイヤが付いているのに、⽚⽅は軽⾃動⾞のタイ
ヤが付いているようなものです。ということで両者の関係は△というところでしょう。 

もう⼀つ⼤事なのは、説明責任と⽂書管理の関係ですが、この両者の関係は全くどこにも
⾔及されていません。従ってこの両者の関係は×となります。ご承知の通り、後に公⽂書管
理法ができてからは、⽂書管理も説明責任を果たすためのものであるということがきちんと
謳われますので、○になっていくのですが、この段階ではこういう関係だったわけです。つ
まり公⽂書管理法ができる以前においては、説明責任、情報公開法、⽂書管理、この三つの
関係はこのような状況だったということなのです。 

その他にどういう問題があったかということを申し上げますと、現⽤の⽂書管理と⾮現⽤
のアーカイブズがつながっていないという問題がありました。私はこのことを「現⽤と⾮現
⽤の断絶問題」と⾔っています。要するに現⽤というのは、作成してから最⻑３０年保存と
いうのが国のルールになっていますが、そこまでが現⽤です。保存年限が満了して歴史的に
重要な⽂書は公⽂書館あるいは公⽂書館に相当する部署に移管して永久保存する、そこから
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が⾮現⽤です。この⼆つのつながりがうまくいっていなかったのです。それまで国の場合で
すが、現⽤と⾮現⽤で統括官庁が違うということがあった。要するに現⽤の⽅は総務省の管
轄であり、⾮現⽤は内閣府の管轄で、実際は国⽴公⽂書館がやりますが、そのような状況だ
ったわけです。歴史⽂書を残すには評価選別というプロセスがあります。もちろんすべての
現⽤⽂書が公⽂書館にいくわけではありませんから、それを選ばないといけません。これを
評価選別というのですね。ところが以前は専⾨家である国⽴公⽂書館の⽅に評価選別の権限
がなく、各省庁の⽅に権限がありました。ですから国⽴公⽂書館がこれは歴史的に重要な⽂
書だからぜひ移管して欲しいと⾔っても、各省庁が NO と⾔ったらそれで終わりだったので
す。その結果、法律ができる前の移管率、つまり全体の現⽤⽂書の中から国⽴公⽂書館に移
管される⽂書の割合は 0.7%でした。アメリカ等の国際的な移管率は⼤体 3%程度だといわれて
います。ですから殆どが廃棄になります。しかしその 3%が重要なわけですね。これが歴史と
して残るわけですから。それが 3%という世界の標準から⾒ると現状の 0.7%はいかにも低いと
いうことになって、公⽂書管理法をつくらないといけないという理由の⼀つになったと⾔え
るのです。 

このようなことにも関連しますが、⽇本はどうもこの歴史を残すという意識が弱いのでは
ないかということが⾔われています。国⽴公⽂書館の組織の⼀つにアジア歴史資料センター
があります。そこのセンター⻑をされていた⽯井⽶雄先⽣、残念ながら数年前にお亡くなり
になりましたが、先⽣が⼤変⾯⽩い話をされています。⽯井先⽣は著名な歴史学者でタイな
どの東南アジア史の世界的な権威でしたが、最初は外務省にお勤めになったのですね。従っ
て官僚の経験があり、その⽅が⾔われているので⾮常に意義深いのですが、このようなこと
を⾔われています。これは 2008 年のアーカイブズ学会の講演でお話しされたことですが、私
は⾮常に印象に残っているのです。 

「⽇本の官僚機構の中では、現⽤⽂書は重視されるが、歴史⽂書は重視されない。従って、
官僚の皆さんは⾃分が今、書いている起案書が将来、歴史⽂書になるという感覚はない」と
いうのです。また「政策決定のプロセスが公⽂書に残っていることが重要であり、アーカイ
ブズにより、それらのプロセスが国⺠にオープンになることに意義がある。これこそがアー
カイブズが⺠主主義の基礎だといわれる所以である」と、こういうお話をされています。こ
れは⾮常に参考になるお話ではないかと思います。 

このようないろいろ問題、いきさつがあって、公⽂書管理法ができたわけですが、われわ
れ⽂書管理を専⾨にしている⼈間は⼤変喜んだのです。記録管理学会も実は、この法律がで
きる前に、こういう法律が必要だという 10 の提⾔を作りまして、各⽅⾯に訴えるというよう
な活動もやっていたものですから、⾮常に嬉しかったわけです。先ほども⾔いましたように
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が⾮現⽤です。この⼆つのつながりがうまくいっていなかったのです。それまで国の場合で
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るのです。 
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て官僚の経験があり、その⽅が⾔われているので⾮常に意義深いのですが、このようなこと
を⾔われています。これは 2008 年のアーカイブズ学会の講演でお話しされたことですが、私
は⾮常に印象に残っているのです。 

「⽇本の官僚機構の中では、現⽤⽂書は重視されるが、歴史⽂書は重視されない。従って、
官僚の皆さんは⾃分が今、書いている起案書が将来、歴史⽂書になるという感覚はない」と
いうのです。また「政策決定のプロセスが公⽂書に残っていることが重要であり、アーカイ
ブズにより、それらのプロセスが国⺠にオープンになることに意義がある。これこそがアー
カイブズが⺠主主義の基礎だといわれる所以である」と、こういうお話をされています。こ
れは⾮常に参考になるお話ではないかと思います。 

このようないろいろ問題、いきさつがあって、公⽂書管理法ができたわけですが、われわ
れ⽂書管理を専⾨にしている⼈間は⼤変喜んだのです。記録管理学会も実は、この法律がで
きる前に、こういう法律が必要だという 10 の提⾔を作りまして、各⽅⾯に訴えるというよう
な活動もやっていたものですから、⾮常に嬉しかったわけです。先ほども⾔いましたように

 

公⽂書管理法は、問題がないことはないのですが、まずは⾮常に内容のいいものができたと
いうことです。そこで次にその辺をちょっとお話したいと思います。 

実はこの公⽂書管理法第１条の⽬的規定が⾮常に重要です。公⽂書管理法では、「公⽂書は
国及び独⽴⾏政法⼈等の諸活動や歴史的事実の記録であり、建全な⺠主主義の根幹を⽀える
国⺠共有の知的資源」であるとして、公⽂書の位置付けを⾮常に明確にしました。従って公
⽂書というのは「主権者である国⺠が主体的に利⽤し得るもの」ということになったのです。
こういう考え⽅は今までになかったものでもあり、これは⾮常に画期的なことです。情報公
開法では国⺠に対する説明責任という考え⽅を明確にしましたが、公⽂書というものの重要
性、⺠主主義との関わりを述べたということは公⽂書管理法が初めてです。海外では、アメ
リカなどがこういう考え⽅をもっと早くから取り⼊れていましたが、⽇本では初めてのこと
だったのですね。 

もう⼀つ、こういう公⽂書の位置付けだけではなく、重要なのが⽬的です。何のために公
⽂書管理を⾏うのか、つまり何のために公⽂書を作成、保存し、管理するのか、というその
⽬的です。これを公⽂書管理法は初めて明確にしたわけです。その⼀つが、⾏政の効率的な
運営ということで、この辺は今までも⾔われていたことですから、⾃治体の⽂書管理規程の
中にもこの考え⽅を⼊れているところはなくはなかったのです。 

しかし⽬的に関して⼤事なことはここです。先ほどスライド7において三⾓形でお⽰ししま
したが、その説明責任との関係がここではっきりと出てくるわけです。つまり「現在及び将
来の国⺠に対して説明責任を果たさなければならない」、そういう考え⽅をきちんと⽬的規定
の中に盛り込んだのですが、これは⾮常に画期的なことなのですね。この「現在及び将来」
というのが少し分かりにくいと思いますが、この「現在の国⺠に対する説明責任」というの
は、現⽤⽂書を公開して説明責任を果たすという意味です。つまり情報公開制度のことで、
皆さん⽅の場合ですと情報公開条例で定めている制度のことを⾔っているわけです。それか
ら「将来の国⺠に対する説明責任」というのは、われわれの⼦どもや孫、⼦々孫々に⾄る国
⺠・住⺠に対し歴史的な公⽂書をきちんと永久保存し、それを公開して説明責任を果たすと
いう意味です。歴史公⽂書を残し、公開することによって説明責任を果たすという考え⽅が
ここに初めて盛り込まれたわけです。ですから情報公開制度と公⽂書館制度（アーカイブズ）、
この⼆つがここに盛り込まれており、それを「現在及び将来の国⺠に対する説明責任」と、
このように⾔っているのです。これは実に画期的なことであり、⾮常に重要な公⽂書管理法
のポイントなのです。 

実は公⽂書管理法の制定に関しましては、この法律の基になった有識者会議、すなわち
「公⽂書管理の在り⽅等に関する有識者会議」というのがあり、そこでいろいろな議論をし
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て報告書にまとめたものが、この法律の基になっているのです。それが「時を貫く記録とし
ての公⽂書管理の在り⽅」という最終報告書になっていまして、この中に先ほど⾔いました
公⽂書管理の⽬的に関することが⾮常にわかりやすく説明されています。 

そこでは「⺠主主義の根幹は、国⺠が正確な情報に⾃由にアクセスし、それに基づき正確
な判断を⾏い、主権を⾏使することにある」と⾔っています。つまり情報公開制度によって
国や⾃治体が持っている情報にアクセスできるということが重要であり、またその情報に基
づいて、正確な判断を⾏って主権を⾏使することが⺠主主義の基本だというのです。同時に
国の活動や歴史的事実である公⽂書を残す、その公⽂書が⺠主主義の根幹を⽀える基本的な
インフラであるということです。要するに先ほど私が⾔いましたように⽂書、記録が残って
いないと歴史というのは残らないわけで、歴史から教訓を学ぶことができません。公⽂書が
きちんと保存、管理されていることによって初めて過去・歴史に学ぶことができる。そのこ
とを未来に⽣きる国⺠に対する説明責任だと⾔っておりまして、公⽂書はその説明責任を果
たすための貴重な共有財産であるということを説明しているわけです。先ほどご説明しまし
た公⽂書管理法第１条の⽬的規定の考え⽅が、この有識者会議の報告書においても⾮常にわ
かりやすく説明されていると思います。 

ここでもう⼀度、説明責任、情報公開法、⽂書管理という３つのキーワードのスライド 13
の図に戻りましょう。先ほどの図（スライド 7）では、説明責任と情報公開法の関係は〇、情
報公開法と⽂書管理の関係は△、但し説明責任と⽂書管理の関係は×になっていたわけです
が、公⽂書管理法ができたことによって、この三つの関係が全て○になったということです。
ただ、これはちょっと付け加えておきますと、三つの関係が○になったということはいわゆ
るルール上、法律の条⽂上○になったという話であって、実態が伴っているかというと必ず
しもそうではないわけです。最近、国で起こっているいろいろな公⽂書問題、例えば財務省
の公⽂書改ざんや「桜を⾒る会」の招待者名簿の廃棄、これらを⾒ると分かりますが、早い
話が法律の通りやっていないわけです。ですから、ルール上は○になったけど必ずしも実態
は○になっていないということはちょっと考えておく必要があります。その辺は是⾮皆さん
⽅としては⾒習わないようにして頂き、やはりこの法律の本旨を正しく理解して、そこを真
似して頂きたいと思うのです。 

先にも⾔いましたが、公⽂書管理法ができたということは⽇本の⽂書管理の歴史の中でも
画期的なことだと申し上げました。ではこの法律の制定にはどのよう意義があるのかという
点をまとめると、こんな⾵になると思います。 

これに関して私は３点を挙げたいと思いますが、その⼀つは公⽂書管理の理念的なものが
明確になったということです。理念というのは公⽂書の位置付け、それから⽬的です。すな
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て報告書にまとめたものが、この法律の基になっているのです。それが「時を貫く記録とし
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公⽂書管理の⽬的に関することが⾮常にわかりやすく説明されています。 
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国の活動や歴史的事実である公⽂書を残す、その公⽂書が⺠主主義の根幹を⽀える基本的な
インフラであるということです。要するに先ほど私が⾔いましたように⽂書、記録が残って
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とを未来に⽣きる国⺠に対する説明責任だと⾔っておりまして、公⽂書はその説明責任を果
たすための貴重な共有財産であるということを説明しているわけです。先ほどご説明しまし
た公⽂書管理法第１条の⽬的規定の考え⽅が、この有識者会議の報告書においても⾮常にわ
かりやすく説明されていると思います。 

ここでもう⼀度、説明責任、情報公開法、⽂書管理という３つのキーワードのスライド 13
の図に戻りましょう。先ほどの図（スライド 7）では、説明責任と情報公開法の関係は〇、情
報公開法と⽂書管理の関係は△、但し説明責任と⽂書管理の関係は×になっていたわけです
が、公⽂書管理法ができたことによって、この三つの関係が全て○になったということです。
ただ、これはちょっと付け加えておきますと、三つの関係が○になったということはいわゆ
るルール上、法律の条⽂上○になったという話であって、実態が伴っているかというと必ず
しもそうではないわけです。最近、国で起こっているいろいろな公⽂書問題、例えば財務省
の公⽂書改ざんや「桜を⾒る会」の招待者名簿の廃棄、これらを⾒ると分かりますが、早い
話が法律の通りやっていないわけです。ですから、ルール上は○になったけど必ずしも実態
は○になっていないということはちょっと考えておく必要があります。その辺は是⾮皆さん
⽅としては⾒習わないようにして頂き、やはりこの法律の本旨を正しく理解して、そこを真
似して頂きたいと思うのです。 

先にも⾔いましたが、公⽂書管理法ができたということは⽇本の⽂書管理の歴史の中でも
画期的なことだと申し上げました。ではこの法律の制定にはどのよう意義があるのかという
点をまとめると、こんな⾵になると思います。 

これに関して私は３点を挙げたいと思いますが、その⼀つは公⽂書管理の理念的なものが
明確になったということです。理念というのは公⽂書の位置付け、それから⽬的です。すな

 

わち公⽂書の役割はどういうもので、また何のために公⽂書管理を⾏うのかということです。
公⽂書管理法は「公⽂書は⺠主主義の根幹を⽀える国⺠共有の知的資源」と位置付け、公⽂
書管理の⽬的を「効率的な⾏政運営」及び「現在及び将来の国⺠に対して説明責任を果たす
こと」としました。このようなコンセプトは、この法律ができるまでは全くなかったわけで
すから⼤変意義深いのです。 

⼆つ⽬の意義は、作成から移管・廃棄に⾄る公⽂書管理のプロセス、⼈間の⼀⽣に喩えて
これをライフサイクル管理というのですが、そのプロセスを法律で義務付けたということで
す。これも初めてのことです。それから三つ⽬の意義は現⽤と⾮現⽤の関係ですが、昔はこ
れを現⽤は総務省、⾮現⽤は内閣府と別々の官庁が管轄していました。今ではこれを内閣府
に⼀本化し⼀元的に管理するようになっています。すなわち歴史公⽂書の移管を義務付け、
歴史をちゃんと残すというアーカイブズの重要性を取り込んだということです。この三つが
この法律の意義ではないかと私は考えているのです。 

次にこれから少し公⽂書管理法の中⾝をご説明したいと思います。公⽂書は先ほどお話し
ましたように「⺠主主義の根幹を⽀える国⺠共有の知的資源」と位置付けたわけですが、実
際に公⽂書はどういうもから成っているのかというと、この（スライド 15）三つになります。
⼀つは「⾏政⽂書」、これは⾏政機関の現⽤⽂書ということになります。⾏政⽂書といったと
き、移管された⾮現⽤の歴史公⽂書はこの中に⼊りません。それから独⽴⾏政法⼈の場合は
「法⼈⽂書」ですが、これは⾏政⽂書と内容的に同じものです。ですから皆さん⽅の場合は
基本的に⾏政⽂書ということになるわけです。そして保存年限が満了して公⽂書館に移管さ
れた歴史公⽂書のことを「特定歴史公⽂書」と⾔っているのです。 

この三つが公⽂書となりますが、それでは歴史公⽂書はどこにいったのと思われるかもし
れません。実はこの「特定」が付かない歴史公⽂書というものは、現⽤の段階では、それぞ
れの⾏政⽂書、あるいは法⼈⽂書の中に混じっているということです。保存期間が満了して
それが移管されると、このように名前が変わるわけですね。結婚すると旦那さんの名前にな
るようなものです。最近は旦那さんの名前を名乗らない⼈もいますが。そういう意味で、⾏
政⽂書あるいは法⼈⽂書の中に含まれていた歴史公⽂書が、評価選別されて公⽂書館に⼊る
と「特定歴史公⽂書」というように名前が変わるということです。こういうことがちゃんと
法律で定義されているわけです。 

それでは「⾏政⽂書」とはどういうものかということになりますが、これは皆さん⽅どこ
かで⾒たことがある、よくご存知の⽂⾔だと思います。すなわち「⾏政⽂書とは、⾏政機関
の職員が職務上作成し、または取得した⽂書（図画・電磁的記録を含む）であって、当該⾏
政機関の職員が組織的に⽤いるものとして、当該⾏政機関が保有しているもの」ということ
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です。この定義は公⽂書管理法の中にもちゃんと出てきますが、皆さん⽅は前からご存知だ
と思います。実は情報公開法の中にこの定義はそっくりそのまま出ていたからです。ここの
電磁的記録の書き⽅はちょっと違いますが、基本的には同じ書き⽅をしています。皆さん⽅
の情報公開条例の対象⽂書は、⼤体、国の情報公開法の定義をそのまま取り⼊れているはず
ですから、多分この⾏政⽂書の定義を取り⼊れていると思われます。ですからこれは公⽂書
管理法で初めて出てきた定義ではないのですね。ここで重要なのはまずこの「職務上作成し」
という、これが⼀つのポイントです。電磁的記録というのは法律⽤語ですが、要するに電⼦
⽂書ということです。⾏政⽂書はこの電磁的記録を含む、となっていますから、⾏政⽂書は
媒体を問わないということを意味します。マイクロフィルムだろうが電⼦メールだろうが、
⽂書であれば全て⼊るという考え⽅です。 

それからもう⼀つ、この定義では、「組織的に⽤いるものとして保有しているもの」と、こ
こが⼤事な部分です。実は最近の国の公⽂書管理の問題でも、この「組織的に⽤いるもの」
に係ることがよく問題になっているのです。「桜を⾒る会」のいわゆる招待者名簿というのが
⾮常に⼤きな問題になりましたが、あれには実にいろいろな問題が含まれています。その⼀
つは「⼀年未満の保存期間」の問題ですが、もう⼀つは「電磁的記録」に関する問題です。
政府の答弁では、招待者名簿は⼀年未満の保存期間なので、全部廃棄しました。だから誰が
どういう⼈を招待したのかわかりません、とこう⾔っていたわけです。そこへ、ちょっと後
にそのバックアップデータ、つまり電⼦データが出てきた。バックアップデータというのは、
紙の原本がなくなった時に、その代りをするためにとってあるわけですから、本来ならそれ
を出すべきですね。ところが、その時に菅官房⻑官が何と⾔ったかと⾔いますと、「バックア
ップデータは⾏政⽂書の定義を満たさないから⾏政⽂書ではない。だから公開する必要はな
い」と、こう説明したわけです。その時の理屈は「バックアップデータは、⼀般職員がすぐ
⾒たり、使ったりすることができない。だから組織的に⽤いるものとは⾔えないので、これ
は⾏政⽂書ではない」というものです。政府が⾔っているのは正に屁理屈ですが、このよう
に「組織的に⽤いるもの」という定義が使われたのは事実です。そういう⾵に「職務上作成
し、組織的に⽤いるものとして保有しているもの」というのが⾏政⽂書であり、この要件を
満たしていなければ公⽂書ではないわけです。では公⽂書にならないものは何かというと個
⼈⽂書ということになります。個⼈⽂書といっても全くプライベートなものではなくて、あ
くまで職務上、すなわち業務で作った⽂書であることは間違いないのですが、職員が個⼈的
に⾃分だけが使うという⽬的で作った⽂書のことです。従って「組織的に⽤いるもの」では
ありませんから、これは⾏政⽂書にならないわけです。このような意味で⾏政⽂書は別名
「組織共⽤⽂書」と⾔われているのです。公⽂書の定義ということについて、お分かり頂け
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です。この定義は公⽂書管理法の中にもちゃんと出てきますが、皆さん⽅は前からご存知だ
と思います。実は情報公開法の中にこの定義はそっくりそのまま出ていたからです。ここの
電磁的記録の書き⽅はちょっと違いますが、基本的には同じ書き⽅をしています。皆さん⽅
の情報公開条例の対象⽂書は、⼤体、国の情報公開法の定義をそのまま取り⼊れているはず
ですから、多分この⾏政⽂書の定義を取り⼊れていると思われます。ですからこれは公⽂書
管理法で初めて出てきた定義ではないのですね。ここで重要なのはまずこの「職務上作成し」
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⽂書ということです。⾏政⽂書はこの電磁的記録を含む、となっていますから、⾏政⽂書は
媒体を問わないということを意味します。マイクロフィルムだろうが電⼦メールだろうが、
⽂書であれば全て⼊るという考え⽅です。 

それからもう⼀つ、この定義では、「組織的に⽤いるものとして保有しているもの」と、こ
こが⼤事な部分です。実は最近の国の公⽂書管理の問題でも、この「組織的に⽤いるもの」
に係ることがよく問題になっているのです。「桜を⾒る会」のいわゆる招待者名簿というのが
⾮常に⼤きな問題になりましたが、あれには実にいろいろな問題が含まれています。その⼀
つは「⼀年未満の保存期間」の問題ですが、もう⼀つは「電磁的記録」に関する問題です。
政府の答弁では、招待者名簿は⼀年未満の保存期間なので、全部廃棄しました。だから誰が
どういう⼈を招待したのかわかりません、とこう⾔っていたわけです。そこへ、ちょっと後
にそのバックアップデータ、つまり電⼦データが出てきた。バックアップデータというのは、
紙の原本がなくなった時に、その代りをするためにとってあるわけですから、本来ならそれ
を出すべきですね。ところが、その時に菅官房⻑官が何と⾔ったかと⾔いますと、「バックア
ップデータは⾏政⽂書の定義を満たさないから⾏政⽂書ではない。だから公開する必要はな
い」と、こう説明したわけです。その時の理屈は「バックアップデータは、⼀般職員がすぐ
⾒たり、使ったりすることができない。だから組織的に⽤いるものとは⾔えないので、これ
は⾏政⽂書ではない」というものです。政府が⾔っているのは正に屁理屈ですが、このよう
に「組織的に⽤いるもの」という定義が使われたのは事実です。そういう⾵に「職務上作成
し、組織的に⽤いるものとして保有しているもの」というのが⾏政⽂書であり、この要件を
満たしていなければ公⽂書ではないわけです。では公⽂書にならないものは何かというと個
⼈⽂書ということになります。個⼈⽂書といっても全くプライベートなものではなくて、あ
くまで職務上、すなわち業務で作った⽂書であることは間違いないのですが、職員が個⼈的
に⾃分だけが使うという⽬的で作った⽂書のことです。従って「組織的に⽤いるもの」では
ありませんから、これは⾏政⽂書にならないわけです。このような意味で⾏政⽂書は別名
「組織共⽤⽂書」と⾔われているのです。公⽂書の定義ということについて、お分かり頂け

 

ましたでしょうか。 
公⽂書管理法ではこういったいろいろな定義があり、その次にスライド 18 の図のライフサ

イクル管理の部分があります。ライフサイクル管理というのは、まず作成から⼊ります。取
得という外部から必要な⽂書を受領する、こういうものも作成と同じプロセスとして扱って
います。公⽂書管理法ができるまでは、各省庁は⾃分のところで⽂書管理規則を作って公⽂
書管理を⾏っていました。その段階では作成義務などは殆どの省庁が謳っていませんでした
が、この法律で初めてこの作成義務がきちんと⼊りました。重要なものは必ず⽂書を作らな
いといけないということですが、重要なものとは、意思決定に関わるものともう⼀つは事務
事業の実績に関わるもの、この⼆つがあります。特にここで注意すべきは、経緯を含めた意
思決定に⾄る過程です。ですから意思決定に際し、どういう結論を出したかという結論だけ
書くのではだめだということです。例えば会議をやっていろいろと議論をして、最終的にこ
ういう結論になりましたという場合、どういう意⾒のやり取りをしてそういう結論に⾄った
かというその過程、プロセスを書きなさい、ということを⾔っているのです。 

事務事業の実績も単に結果はこうですと、結果の数字だけを並べたようなものはだめで、
なぜそのような結果になったのか、これを合理的に跡付け⼜は検証することができるように
書きなさいというわけです。ここで⼤事なことは後から振り返って、何が良くて、何が悪か
ったのかということが検証できるような書き⽅をすることです。結果だけで、なぜそのよう
な結果になったのかが分からないと、次の計画や施策を⽴案する時の役に⽴ちません。です
からそのことを義務付けているわけです。その上で、法令の制定⼜は改廃及びその経緯など 5
項⽬につき、⽂書を作成すべき事項として例⽰しております。ただし事案が軽微なものは必
ずしも⽂書化しなくてもよいと⾔っています。法律の中にはここまでしか書いておらず、「軽
微なもの」とはどのようなものかということについては、ガイドラインの中で説明しており
ます。 

公⽂書管理法において、⽂書作成の次は整理という段階がきます。整理とはどういうこと
かと⾔いますと⽂書に名称を付け、保存年限を決め、分類する、そしてそれらをファイルに
まとめる、というようなことをやるわけです。これが整理の内容になっています。ファイル
にするということは、同じ種類の⽂書を⼀つのファイルにまとめるということですが、⽂書
というと無数になりますから、⼀つ⼀つの⽂書を管理するのは⼤変です。そこで同じような
種類の⽂書をファイルにまとめ、ファイル単位で管理しようという考え⽅です。 

法律では、ファイルは相互に密接な関連を有する⾏政⽂書の集合物であり、ファイルの中
の⽂書は、保存期間を同じくすることが適当であるものに限る、と⾔っています。つまり同
じ保存期間の⽂書によって、⼀つのファイルを作りなさいと⾔っているのです。例えば5年保
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存、10 年保存とかいろいろな保存期間の⽂書を⼀つのファイルにしますと、移管とか廃棄を
⾏う場合に、いちいち 5 年経ったら 5 年のものだけ抜き取る、10 年経ったら 10 年のものだけ
を抜き取るということをしなければならない。これは⾮常に煩雑です。ファイルの保存期間
が⼀つのものにまとまっていますと10年なら10年でまとめてファイルごと移管したり廃棄し
たりすることができるわけです。⾮常に効率的なわけですね。そういうことができるように
やっているわけです。 

それから公⽂書管理法では「レコード・スケジュール」という新しい制度を取り⼊れまし
た。要するに⽂書作成後のできるだけ早い時期に公⽂書館への移管か廃棄か、これを「措置」
と⾔っていますが、あらかじめそういう「措置」を決めておくというやり⽅です。これもこ
の法律で初めて取り⼊れた⽅式です。なぜこのようなことをやるのかと⾔いますと、基本的
な考え⽅は歴史公⽂書を確実に国⽴公⽂書館に移管しようという趣旨からでています。作成
後できるだけ早く、移管か廃棄かを決めるようにすれば、その⽂書を作成した⼈がまだその
部署にいるであろうと予想できます。そうすると当然その⽂書を作成した⼈が⽂書の中⾝に
ついて⼀番詳しいわけですから、その⼈が移管か廃棄かを決めれば⼀番適正な判断ができる
であろうと、こういう考え⽅に基づいているわけです。これが「レコード・スケジュール」
という仕組みです。 

次に保存期間が満了しますと、実際の移管か廃棄かという段階がきますが、実はもう⼀つ
「延⻑」という選択肢があります。例えば 30 年の保存期間が満了したけれど、もう少し原課
でその⽂書が必要なため現⽤のまま、もう 10 年置いておくというようなことができるように
なっています。これはどちらかというと例外的なことですが、⼤事なのは移管か廃棄かです。
先の「レコード・スケジュール」によって、できるだけ早い時点で移管か廃棄かの予定をし
たものを保存期限が満了した時点で実際にきちっと移管なら移管、廃棄なら廃棄ということ
をやるわけです。前にも⾔いましたように現⽤というのはここまでです。国のルールでいく
と通常は最⻑ 30 年です。ただし延⻑がありますので、延⻑した場合は現⽤のままの扱いです。
例えば、10 年延⻑してトータル 40 年保存するということになると 40 年間が現⽤ということ
になります。国⽴公⽂書館に移管された歴史公⽂書は先ほど⾔いましたように⾮現⽤という
ことになり、名前が変わって「特定歴史公⽂書」となります。 

こういうものがいわゆる公⽂書管理法のルールによるライフサイクル管理です。これは皆
さん⽅のところのやり⽅と少し違うかもかも知りませんが、国の場合はこのような仕組みに
なっています。まず法律があって、それを補う施⾏令というのがあります。政令ですね。皆
さん⽅のところの条例なども施⾏令というのを作る場合があると思いますが、法律そのもの
には、こまごまと書き込めないものですから政令で補います。さらにガイドラインとかマニ
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存、10 年保存とかいろいろな保存期間の⽂書を⼀つのファイルにしますと、移管とか廃棄を
⾏う場合に、いちいち 5 年経ったら 5 年のものだけ抜き取る、10 年経ったら 10 年のものだけ
を抜き取るということをしなければならない。これは⾮常に煩雑です。ファイルの保存期間
が⼀つのものにまとまっていますと10年なら10年でまとめてファイルごと移管したり廃棄し
たりすることができるわけです。⾮常に効率的なわけですね。そういうことができるように
やっているわけです。 

それから公⽂書管理法では「レコード・スケジュール」という新しい制度を取り⼊れまし
た。要するに⽂書作成後のできるだけ早い時期に公⽂書館への移管か廃棄か、これを「措置」
と⾔っていますが、あらかじめそういう「措置」を決めておくというやり⽅です。これもこ
の法律で初めて取り⼊れた⽅式です。なぜこのようなことをやるのかと⾔いますと、基本的
な考え⽅は歴史公⽂書を確実に国⽴公⽂書館に移管しようという趣旨からでています。作成
後できるだけ早く、移管か廃棄かを決めるようにすれば、その⽂書を作成した⼈がまだその
部署にいるであろうと予想できます。そうすると当然その⽂書を作成した⼈が⽂書の中⾝に
ついて⼀番詳しいわけですから、その⼈が移管か廃棄かを決めれば⼀番適正な判断ができる
であろうと、こういう考え⽅に基づいているわけです。これが「レコード・スケジュール」
という仕組みです。 

次に保存期間が満了しますと、実際の移管か廃棄かという段階がきますが、実はもう⼀つ
「延⻑」という選択肢があります。例えば 30 年の保存期間が満了したけれど、もう少し原課
でその⽂書が必要なため現⽤のまま、もう 10 年置いておくというようなことができるように
なっています。これはどちらかというと例外的なことですが、⼤事なのは移管か廃棄かです。
先の「レコード・スケジュール」によって、できるだけ早い時点で移管か廃棄かの予定をし
たものを保存期限が満了した時点で実際にきちっと移管なら移管、廃棄なら廃棄ということ
をやるわけです。前にも⾔いましたように現⽤というのはここまでです。国のルールでいく
と通常は最⻑ 30 年です。ただし延⻑がありますので、延⻑した場合は現⽤のままの扱いです。
例えば、10 年延⻑してトータル 40 年保存するということになると 40 年間が現⽤ということ
になります。国⽴公⽂書館に移管された歴史公⽂書は先ほど⾔いましたように⾮現⽤という
ことになり、名前が変わって「特定歴史公⽂書」となります。 

こういうものがいわゆる公⽂書管理法のルールによるライフサイクル管理です。これは皆
さん⽅のところのやり⽅と少し違うかもかも知りませんが、国の場合はこのような仕組みに
なっています。まず法律があって、それを補う施⾏令というのがあります。政令ですね。皆
さん⽅のところの条例なども施⾏令というのを作る場合があると思いますが、法律そのもの
には、こまごまと書き込めないものですから政令で補います。さらにガイドラインとかマニ

 

ュアルで具体的なやり⽅を説明したり、解説したりということをやっています。こういうも
のに基づいて国の場合は各省庁がそれぞれの⾏政⽂書管理規則というものを作るという組み
⽴てになっているのです。 

そういう整理の段階が終わりますと、次は保存ということになるのですが、保存は⾔うま
でもなく⽂書の保存期間が満了する⽇まで安全に、また利⽤がちゃんとできるように保存し
ないといけないということになります。特にここでは、⽂書の内容あるいは時の経過、利⽤
の状況に合わせて、適切な保存⽅法を考えなさいと⾔っているわけです。例えば内容につい
て⾔うと個⼈情報とか機密情報が記載されている⽂書の場合は、紙⽂書であれば鍵のかかる
キャビネットに保存しないといけないし、電⼦⽂書であればアクセス制限をかけ誰もが⾒ら
れる状態ではなく、しかるべき権限を持った⼈だけが⾒られるようにしておくとか、そうい
う措置を講じないといけません。 

それから「時の経過」ということは、作成後間なしの⼀年間というのは原課の事務室に保
管して、それから後は集中書庫に移動するというやり⽅が通常です。保存期間が満了するま
で原課で保存するということは普通やりません。そういうことをやっていたのではスペース
がいくらあっても⾜りないですし、ちゃんとした管理もできません。そのために共⽤の集中
書庫に移動して、総務課のような⽂書主管課が集中管理するというのが普通です。このよう
に時の経過に応じて適切な保存体制を考えることが必要だと⾔っているわけです。 

また「利⽤の状況」ということの中には、最初に⾏政⽂書の定義のところで申し上げまし
たが、いわゆる「組織共⽤⽂書」として組織的に⽤いるものとして保有している⽂書か、あ
るいは個⼈⽂書かという区分けによって、保存場所を変えるという話です。例えば個⼈⽂書、
⾃分だけが使うメモのような個⼈⽂書を共⽤のキャビネットの中に⼊れるとややこしいです
から、個⼈の机の引き出しで保存する。組織共⽤⽂書であれば共⽤書庫で保存するというこ
とになります。それが電⼦⽂書の場合、個⼈⽂書であれば⾃分のパソコンのハードディスク
に保存することになりますし、組織共⽤⽂書であれば共⽤のサーバーで保存することになる。
それをごっちゃにするとまずいわけで、両者の区分けをきちんとしなければいけません。こ
れは組織共⽤⽂書（⾏政⽂書）か、あるいは個⼈⽂書かということによって管理の⽅法が違
ってくるということですね。ところが実は、もう⼀つ重要なことがあります。ということは、
組織共⽤⽂書つまり⾏政⽂書であると定義されますと、情報公開請求があったときにそれを
公開しなければなりません。もちろんその⽂書の内容が不開⽰情報であれば公開しなくても
いいわけですが、基本的に情報公開請求の対象になるわけです。それが個⼈⽂書であれば、
情報公開請求の対象になりませんから、そもそも情報公開の⼟俵に上がらないわけです。最
初から除外されますので不開⽰情報かどうかという審査も必要ないのです。そういう意味で
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組織共⽤⽂書か個⼈⽂書かという区分けは⾮常に重要なものです。ですからこのことは情報
公開においても重要だし、公⽂書管理においても重要だということになります。 

保存期間が満了しますと第5条第5項の規定に基づき国⽴公⽂書館に移管、⼜は廃棄しなけ
ればならない。この第 5 条第 5 項というのは先ほどご説明しました「レコード・スケジュー
ル」、すなわち「できる限り早い時期に移管か廃棄かの措置を決める」、そのことを⾔ってい
ます。 

ここに（スライド 22）廃棄のことが書いてありますが、実は国の機関の場合は⽂書を廃棄
しようと思えば、内閣総理⼤⾂と協議をし、その同意を得なければならないとなっています。
ということは、各省庁はたとえ保存期間が満了しても⽂書を勝⼿に捨てられないのです。内
閣総理⼤⾂の同意と⾔いましても、実際に安倍さんが廃棄について審査をやるわけではあり
ませんが、これは内閣府の公⽂書管理課の専⾨官がチェックすることになります。そこで同
意が得られなければ捨てられないということになります。⽂書は捨ててしまうともう取り返
しがつきません。ですから公⽂書管理法では⾮常に慎重なやり⽅を義務付けているわけです。 

こういったライフサイクル管理をやるための基本台帳、これが「⾏政⽂書ファイル管理簿」
です。公⽂書管理法には⾏政⽂書ファイル管理簿に記載すべき項⽬が⼀部載っていますが、
詳しくは政令に載っています。⽂書の名称とか分類、保存期間それから保存場所とか作成者、
そういった項⽬を記載して管理することになっています。皆さん⽅のところでは「ファイル
基準表」と⾔われているかと思いますが、国の場合は⾏政⽂書ファイル管理簿という名前に
なっています。実は、ここにただし書で、「政令で定める期間未満の保存期間が制定された⾏
政⽂書ファイルについてはこの限りではない」、要するに政令で定める期間未満ものは⾏政⽂
書ファイル管理簿に記載しなくてもよいという例外規定があります。政令で定める期間とい
うのは実は1年です。ですから1年未満の保存⽂書はこのファイル管理簿に登載しなくてもよ
い。しかも廃棄については、1 年以上の⽂書であれば内閣総理⼤⾂の同意が必要でしたが、1
年未満の⽂書はそれも要らないので、⾃由に捨てられるわけです。最近、「桜を⾒る会」で招
待者名簿が問題になっていますが、政府はこれを1年未満の保存期間なので廃棄した、と⾔っ
ておりました。招待者名簿は1年未満だから適正に廃棄しました、と⾔って胸を張っていまし
た。1 年未満の保存期間という問題が、ここに図らずも出ているのです。実際に 1 年未満の保
存期間を設けることが悪いのか、というと必ずしもそういうわけではありません。皆さんお
分かりのように実際には重要度の低い⽂書もあるわけです。ちょっとした連絡⽂書とか、会
議の開催通知とかというものであれば、⽤済み廃棄でいいものもあるわけです。そのような
ものには、必ずしも 10 年、30 年保存でなくともよいものがあるのは事実です。ですから⼤事
なことは、その⽂書の重要度、内容に応じて正しい保存期間を設定するということです。「桜
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組織共⽤⽂書か個⼈⽂書かという区分けは⾮常に重要なものです。ですからこのことは情報
公開においても重要だし、公⽂書管理においても重要だということになります。 

保存期間が満了しますと第5条第5項の規定に基づき国⽴公⽂書館に移管、⼜は廃棄しなけ
ればならない。この第 5 条第 5 項というのは先ほどご説明しました「レコード・スケジュー
ル」、すなわち「できる限り早い時期に移管か廃棄かの措置を決める」、そのことを⾔ってい
ます。 

ここに（スライド 22）廃棄のことが書いてありますが、実は国の機関の場合は⽂書を廃棄
しようと思えば、内閣総理⼤⾂と協議をし、その同意を得なければならないとなっています。
ということは、各省庁はたとえ保存期間が満了しても⽂書を勝⼿に捨てられないのです。内
閣総理⼤⾂の同意と⾔いましても、実際に安倍さんが廃棄について審査をやるわけではあり
ませんが、これは内閣府の公⽂書管理課の専⾨官がチェックすることになります。そこで同
意が得られなければ捨てられないということになります。⽂書は捨ててしまうともう取り返
しがつきません。ですから公⽂書管理法では⾮常に慎重なやり⽅を義務付けているわけです。 

こういったライフサイクル管理をやるための基本台帳、これが「⾏政⽂書ファイル管理簿」
です。公⽂書管理法には⾏政⽂書ファイル管理簿に記載すべき項⽬が⼀部載っていますが、
詳しくは政令に載っています。⽂書の名称とか分類、保存期間それから保存場所とか作成者、
そういった項⽬を記載して管理することになっています。皆さん⽅のところでは「ファイル
基準表」と⾔われているかと思いますが、国の場合は⾏政⽂書ファイル管理簿という名前に
なっています。実は、ここにただし書で、「政令で定める期間未満の保存期間が制定された⾏
政⽂書ファイルについてはこの限りではない」、要するに政令で定める期間未満ものは⾏政⽂
書ファイル管理簿に記載しなくてもよいという例外規定があります。政令で定める期間とい
うのは実は1年です。ですから1年未満の保存⽂書はこのファイル管理簿に登載しなくてもよ
い。しかも廃棄については、1 年以上の⽂書であれば内閣総理⼤⾂の同意が必要でしたが、1
年未満の⽂書はそれも要らないので、⾃由に捨てられるわけです。最近、「桜を⾒る会」で招
待者名簿が問題になっていますが、政府はこれを1年未満の保存期間なので廃棄した、と⾔っ
ておりました。招待者名簿は1年未満だから適正に廃棄しました、と⾔って胸を張っていまし
た。1 年未満の保存期間という問題が、ここに図らずも出ているのです。実際に 1 年未満の保
存期間を設けることが悪いのか、というと必ずしもそういうわけではありません。皆さんお
分かりのように実際には重要度の低い⽂書もあるわけです。ちょっとした連絡⽂書とか、会
議の開催通知とかというものであれば、⽤済み廃棄でいいものもあるわけです。そのような
ものには、必ずしも 10 年、30 年保存でなくともよいものがあるのは事実です。ですから⼤事
なことは、その⽂書の重要度、内容に応じて正しい保存期間を設定するということです。「桜

 

を⾒る会」のあの招待者名簿というのは、当然 1 年未満ですぐ捨ててよいものではない筈で
す。来年の桜を⾒る会は中⽌になっていますが、通常であれば、来年の招待者を決めるには
前年や過去のものを参考にして決めるのは当たり前の話です。そのように重要な資料を捨て
てどうするんですかという話です。「桜を⾒る会」の場合、⽂書の重要度に応じて、適正な保
存期間を決めるという基本原則をやっていないということが問題なのです。 

それから⽇本特有の問題として専⾨職問題というのがあります。⾮現⽤の歴史公⽂書を扱
う専⾨職であるアーキビスト、こちらは沖縄県の公⽂書館などにもちゃんといらっしゃいま
すし、全国的にも公⽂書館をお持ちの⾃治体には⼤抵アーキビストがいらっしゃいます。海
外では現⽤の⽂書管理の専⾨職をレコードマネジャーと⾔いますが、実は⽇本ではレコード
マネジャーに相当する専⾨職は、ゼロといってもいいくらい殆ど存在しません。海外では、
この両⽅の専⾨職がいて現⽤と⾮現⽤をきちっとつないでいるからうまくいくのです。⽇本
では、このような専⾨職体制が確⽴していないのです。いずれにしてもアーキビストは数が
少ないし、レコードマネジャーは殆どいない。ですからこのような専⾨職体制がしっかりし
ていないと今後、特に国の場合はうまくいかないではないかというのが私の⾒解です。皆さ
ん⽅、⾃治体の場合、規模の問題がありますので全ての⾃治体にこういう専⾨職を置くとい
うのは難しいかも知れませんが、⼤規模な⾃治体は少なくとも専⾨職を置いて頂きたい。あ
るいは専⾨職ということでなくとも研修等いろいろなやり⽅がありますので、⽂書管理担当
者のレベルアップには意を注いでほしいと思います。 

公⽂書管理法は努⼒義務ではありますが、⾃治体の公⽂書管理改善を求めておりますし、
また公⽂書管理法には⾃治体としても⾒習うべき点が数多く含まれています。そのような意
味で、皆さん⽅のところでもぜひ公⽂書管理改善に取り組んで頂きたいという趣旨で、これ
まで公⽂書管理法のお話しをしてきたわけです。 

講演の冒頭で申し上げましたように、やはり沖縄県では歴史を残すということが他県と⽐
べても⾮常に重要であり、そのためにはそれぞれの⾃治体できちんとその地域の記録を保存
する必要があります。この⽬的達成のために県の公⽂書館として、どのようなお⼿伝いがで
きるかということを探るためにこのプロジェクトを始めました。皆さん⽅に対し公⽂書管理
に関するアンケートをお願いしたり、また皆さん⽅の公⽂書管理ルール（規程類）を調べさ
せて頂いて、そこにどのような課題があるかを探ろうとしています。本⽇のシンポジウムも、
このプロジェクトの⼀環として開催させて頂いたわけですが、これからお話しするのは、皆
様⽅の⽂書取扱規程等の集計の中から垣間⾒える課題、問題点についてです。ただし、あく
まで途中経過、中間報告みたいなものとお考え下さい。これに関しましては、この後で⼤城
課⻑がお話しするアンケート調査の結果等と⼀緒にきちんと報告書にまとめまして、皆さん
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⽅にフィードバックさせて頂きたいと思っております。 
これから県内 41 市町村の公⽂書管理ルールを集計・分析した結果についてお話させて頂き

ますが、まず最初は公⽂書管理の⽬的に関する問題です。何のために公⽂書管理を⾏うのか
という⽬的ですが、実は皆さん⽅のところの公⽂書管理ルール・規程類において、これが不
明確なところが⾮常に多いということがあります。皆さん⽅お帰りになりましたら、ぜひも
う⼀度、ご⾃分のところの⽂書取扱規程をご覧頂きたいと思います。例えば、⽬的が不明確
とはどういうことかと⾔いますと、「本市における⽂書の取扱いについて必要な事項を定める
ものとする。」というような表現ですね。それぞれの⾃治体で多少⽂⾔は違いますが、こうい
う書き⽅が多いということです。「⽂書の取扱いについて必要な事項を定める」ということは、
その⽂書取扱規程をつくる⽬的にはなっていますが、何のために⽂書管理をやるのかという
⽬的は書かれていないわけですね。先に申し上げましたように、公⽂書管理法には説明責任
とか効率的な⾏政運営とか、そういうことがちゃんと⼊っています。あくまで何のために⽂
書管理を⾏うのかという、そのための⽬的が⼊っていないと困るわけです。県内⾃治体では、
例えば⽂書事務の適正化ということを⽬的とされているところが1カ所、それから⾏政事務全
体の効率化ということを⾔われているとことが6カ所ありました。しかしながら国の公⽂書管
理法が取り⼊れたような、説明責任を果たすためということは残念ながらゼロでした。やは
りもう少し何のために公⽂書管理をやらなくてはいけないのかという⽬的はちゃんとルール
に書いていただいた⽅がよいのではないかと思います。 

もう⼀つは公⽂書の定義です。国の公⽂書の定義と同じというのはゼロでした。国の公⽂
書は先ほどご説明したように、いわゆる⾏政⽂書、法⼈⽂書、特定歴史公⽂書、この三つで
す。これは新しい考え⽅なので、これがその通り⼊っていないのは無理もないと思います。
ただし、「⾏政⽂書」の定義は前からあるものですから、もう少し取り⼊れられていてもよい
ように思います。⾏政⽂書というのは、「職員が職務上作成し、組織的に⽤いるものとして保
有しているもの」です。このような⾏政⽂書の定義を取り⼊れられているところは7カ所あり
ました。しかしこの定義を変形したタイプの定義が5カ所ありました。これはどういうものか
と⾔えば、前半は先ほどの⾏政⽂書の定義と同じですが、後半の「組織的に⽤いるものとし
て」という⽂⾔が削除されています。これを意識的にカットしたのか、無意識でカットした
のか分かりませんが、そこが抜けているということは、単に職員が職務上作成した⽂書ある
いは電磁的記録を意味することになります。そうすると「組織共⽤⽂書」という要件がない
わけですから、個⼈⽂書との境がなくなるわけです。つまり「組織的に⽤いるもの」という
⽂⾔がなければ、個⼈⽂書もすべて管理対象とするという意味になりますから、これは⾮常
に⼤変なことです。ですからそのようなところもちょっと⾒直しをする必要があります。そ
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⽅にフィードバックさせて頂きたいと思っております。 
これから県内 41 市町村の公⽂書管理ルールを集計・分析した結果についてお話させて頂き

ますが、まず最初は公⽂書管理の⽬的に関する問題です。何のために公⽂書管理を⾏うのか
という⽬的ですが、実は皆さん⽅のところの公⽂書管理ルール・規程類において、これが不
明確なところが⾮常に多いということがあります。皆さん⽅お帰りになりましたら、ぜひも
う⼀度、ご⾃分のところの⽂書取扱規程をご覧頂きたいと思います。例えば、⽬的が不明確
とはどういうことかと⾔いますと、「本市における⽂書の取扱いについて必要な事項を定める
ものとする。」というような表現ですね。それぞれの⾃治体で多少⽂⾔は違いますが、こうい
う書き⽅が多いということです。「⽂書の取扱いについて必要な事項を定める」ということは、
その⽂書取扱規程をつくる⽬的にはなっていますが、何のために⽂書管理をやるのかという
⽬的は書かれていないわけですね。先に申し上げましたように、公⽂書管理法には説明責任
とか効率的な⾏政運営とか、そういうことがちゃんと⼊っています。あくまで何のために⽂
書管理を⾏うのかという、そのための⽬的が⼊っていないと困るわけです。県内⾃治体では、
例えば⽂書事務の適正化ということを⽬的とされているところが1カ所、それから⾏政事務全
体の効率化ということを⾔われているとことが6カ所ありました。しかしながら国の公⽂書管
理法が取り⼊れたような、説明責任を果たすためということは残念ながらゼロでした。やは
りもう少し何のために公⽂書管理をやらなくてはいけないのかという⽬的はちゃんとルール
に書いていただいた⽅がよいのではないかと思います。 

もう⼀つは公⽂書の定義です。国の公⽂書の定義と同じというのはゼロでした。国の公⽂
書は先ほどご説明したように、いわゆる⾏政⽂書、法⼈⽂書、特定歴史公⽂書、この三つで
す。これは新しい考え⽅なので、これがその通り⼊っていないのは無理もないと思います。
ただし、「⾏政⽂書」の定義は前からあるものですから、もう少し取り⼊れられていてもよい
ように思います。⾏政⽂書というのは、「職員が職務上作成し、組織的に⽤いるものとして保
有しているもの」です。このような⾏政⽂書の定義を取り⼊れられているところは7カ所あり
ました。しかしこの定義を変形したタイプの定義が5カ所ありました。これはどういうものか
と⾔えば、前半は先ほどの⾏政⽂書の定義と同じですが、後半の「組織的に⽤いるものとし
て」という⽂⾔が削除されています。これを意識的にカットしたのか、無意識でカットした
のか分かりませんが、そこが抜けているということは、単に職員が職務上作成した⽂書ある
いは電磁的記録を意味することになります。そうすると「組織共⽤⽂書」という要件がない
わけですから、個⼈⽂書との境がなくなるわけです。つまり「組織的に⽤いるもの」という
⽂⾔がなければ、個⼈⽂書もすべて管理対象とするという意味になりますから、これは⾮常
に⼤変なことです。ですからそのようなところもちょっと⾒直しをする必要があります。そ

 

れから、「その他」というのが⾮常に多いのですが、その他というのは今、お話したいずれに
も該当しないというもので、これはちょっと問題があります。例えば、どのような書き⽅か
と⾔うと「本市において受領し、発送し、保管し、または保存するすべての⽂書及び電磁的
記録をいう」というような書き⽅です。これですと⾏政⽂書の定義も⼊っていませんし、⾮
常にあいまいで法的な定義としては問題があると思われます。 

それから次の問題に移ります。これは分かりやすい話ですが、作成義務が謳われているか
どうかです。県内⾃治体の場合、ほとんどがこの作成義務の規定がない、あっても単なる⽂
書主義原則です。事務の処理は⽂書によることを原則とする、というような⽂書主義の原則
を謳っているところが5カ所ということです。国も公⽂書管理法ができてやっとこれが⼊った
わけで、今まではこれを謳っている⾃治体が少なかったのもやむを得ないところもあります。
しかし今後はやはり、作成義務をきちんと謳っていただかないと、情報公開にも対応できな
いし、歴史も残らないということになります。それだけではなく、必要な⽂書がなければ皆
さん⽅⾃⾝が困るわけです。前のことを参考にすることができないと、皆さん⽅の業務にも
差⽀えることになりますので、やはり作成義務はちゃんと⼊れておかないといけないという
ことになると思います。 

もう⼀つは保存期間の問題です。国の場合は、1 年未満、それから 1 年、3 年、5 年、10 年、
30 年と 6 通りで、最⻑が 30 年です。1 年未満であればファイル管理簿に登録しなくていいし、
勝⼿に捨てられることから、国の場合は1年未満の保存期間がいい加減な⽂書管理の⾔い訳に
使われることが多く問題となりました。⾃治体の保存期間の問題としては、「永年保存」があ
ります。県内⾃治体の場合も⼤体8割以上が永年保存という保存期間を設けています。実は国
も以前は永年保存という保存期間があったのですが、情報公開法を作ったときに、原則的に
これをやめました。それを公⽂書管理法ではさらに徹底して、永年保存は完全になくしたの
です。問題なのは、永年保存ということになると期限が決まりませんから、誰も捨てられな
いわけですね。皆さん担当者の⽅々が、これはいらないのではないかと思っても、もう書庫
もいっぱいだし少し減らしたいと思っても、なかなか皆さん⽅の判断で捨てるというわけに
はいかないでしょう。もし何かあったら⾃分の責任になってしまうという⼼配がありますか
ら、なかなか捨てられないのです。そういう問題がここには含まれているわけです。そのた
めに結局は、いつまでも書庫に積まれたままということになってしまいます。その結果、書
庫満杯の原因になるのです。 

もう⼀つの問題は、永年保存⽂書はいつまで経っても現⽤⽂書ですから、情報公開請求が
あったら、50 年経とうが 60 年経とうが常に対応しなければいけないという問題があります。
皆さん⽅の余分な負担が増えるということにもなるわけです。説明責任の観点からすればよ
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いではないかということも⾔えなくはありませんが、それだけ重要なものだったら、ちゃん
と移管して公⽂書館とかそういうところで公開すべきです。⼤事な歴史公⽂書があったとし
ても、ただ書庫に積んでおくだけでは保存措置も講じていないわけですからカビが⽣えたり、
⾍が⾷ったりします。公⽂書館という施設には通常、アーキビストという専⾨家がいて、そ
ういった保存措置をちゃんと⾏っています。ですから歴史公⽂書がちゃんと残るわけです。
⼤事な歴史公⽂書というのはそういう⾵にして保存しないと、ただ永年保存で書庫にありま
すというのでは、ちょっとまずいということです。 

先程、述べましたように永年保存⽂書を住⺠が利⽤するには情報公開請求をしないと⾒ら
れないわけです。それに対して公⽂書館という施設は情報公開請求のような⾯倒な⼿続きを
しないで、⽂書を⾒ることができるというのが特徴です。公⽂書館というのは図書館と同じ
ように基本的に⾒せる場所なんですね。ですから考え⽅としては原則公開なのです。もちろ
ん個⼈情報とかそういった制限はありますが、情報公開制度の不開⽰情報よりはゆるくなっ
ているのです。 

要するに歴史を残して、それを住⺠が利⽤できるということが⼤事なんですね。もちろん
職員の⽅も業務に利⽤できます。だから値打ちがあるわけです。そういう意味でこの永年保
存というのは⾮常に問題が多いのです。ですから保存期間の基準はやはり有期限のものにす
べきではないかと思います。 

最初にも申し上げましたように、いかにして地域の歴史を残すか、皆さん⽅のそれぞれの
⾃治体における歴史を残すか、ということがやはり⾮常に重要であり、そのためにちゃんと
した公⽂書管理を実施する必要があるわけです。 

それゆえに保存期間が満了した時に、歴史公⽂書をきちんと残す仕組みがあるかどうかと
いうことが問題になるわけです。すなわち移管か廃棄かということを選択する仕組みです。
皆さん⽅⾃治体のルールで⼀番多いのが、「移管の仕組みがなし」で、これが約 7 割です。こ
れが県内⾃治体の中で、今のところ公⽂書館をお持ちのところが、北⾕町さんだけというよ
うな状況につながっているのだと思います。 

しかし、公⽂書館は上物といいますか、そういう独⽴した建物が無くても教育委員会や市
町村史編纂室、あるいは図書館や博物館とかの部署や施設に歴史公⽂書を保存する役割を担
ってもらい、そこへ移管をするというやり⽅ができるわけですね。ですから少なくともそう
いうやり⽅をやって頂きたいということになるわけです。県内⾃治体では移管の仕組みがな
いところが多いのですが、保存期間が満了した時に移管か廃棄かを決める、そういうちゃん
とした仕組みがある⾃治体も５カ所あります。もう⼀つのやり⽅は、⼀旦廃棄を決定し廃棄
の⼿続きをとって、その中から歴史公⽂書がないか探し出す、そういうやり⽅です。移管か
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廃棄かのどちらかを決めるのではなく、まず廃棄を決める。その後で廃棄⽂書の⼭から歴史
公⽂書が隠れていないかと宝探しをやるわけですね。これはあくまで廃棄優先のやり⽅だと
は⾔えますが、まだ歴史公⽂書が残る可能性はある。ぜんぜん移管の仕組みがないと、全く
歴史公⽂書が残らない可能性が⾼くなります。ということで、その辺の移管の仕組みをきち
んとしてもらわないとその地域の歴史が残らないということになるわけですね。 

皆さん⽅⾃治体の⽂書取扱規程の集計・分析の中から、いくつかご報告させていただきま
した。これは中間報告であり、もっと中⾝を掘り下げて分析をする必要がありますが、お願
いしたいことは、私が先に前段でご説明しました国の公⽂書管理のやり⽅、⽅向性と⽐較し
てご⾃分のところの⽂書取扱規程、それとどういうギャップがあるのかを考えて頂きたいと
いうことです。その上で、全部⼀遍になかなかできないにしても、優先順位をつけて、これ
から公⽂書管理改善して頂ければ有難いわけです。それについてはできる限り県の公⽂書館
でお⼿伝いしましょうというのが本⽇の趣旨です。 

今⽇の私のお話もいよいよ最後の段階に来たわけですが、「まとめ」といたしまして、「公
⽂書管理はなぜ重要なのか」、ということをお話しまして終わりたいと思います。これについ
ては、三つの点を挙げたいと思います。 

その⼀つは公⽂書というのは、⺠主主義の根幹を⽀える国⺠共有の知的資源であると、国
の法律はいっています。その考え⽅は皆さん⽅の⾃治体でも同じだと思います。やはり、⺠
主主義を⽀えるものとして情報公開条例などをお作りになって、きちんと対応されています
が、それと同様に公⽂書管理は⺠主主義にとって重要なインフラであり、そういう考え⽅を
徹底することが必要だということです。 

⼆つ⽬は歴史を残すということです。いかにして地域の歴史、沖縄の歴史を残すかという
ことが⾮常に重要だということです。「過去は未来のプロローグ」という⾔葉があります。こ
れはワシントンのアメリカ国⽴公⽂書館、仲本さんが⻑年駐在して、⽶国が持っている沖縄
占領時代の資料をこっちに持ち帰ってきたわけですが、その国⽴公⽂書館の庭の四隅に彫像
があります。その台座にいろいろな名⾔が書かれていて、その⼀つが「過去は未来のプロロ
ーグ」です。これは過去を⾒れば未来が分かるということです。もちろん過去と同じことが
起こるとは限りませんが、少なくとも過去に学ぶことはできる。過去の中、歴史の中にいろ
いろなヒントがある、それを理解すればある程度未来の⽅向が⾒えてくるという意味です。
そのような意味でアーカイブズ、歴史公⽂書を残す公⽂書館の役割というのは⾮常に⼤きい
ということです。ですから、できれば皆さん⽅のところにも公⽂書館をつくって頂きたい。
またたとえそれが無理であっても公⽂書館機能、役割だけはどこかの部署に持って頂いて、
歴史公⽂書が残るようにして頂きたい、そういうことでございます。 
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三つ⽬ですが、国は法律レベルで公⽂書管理のルールを決めたわけですから、その点を考
えますと、皆さん⽅のところの公⽂書管理改善は少なくとも条例にして頂きたいということ
になります。現状はほとんどが規程ですから、これでは単なる内部的な訓令ということで条
例に⽐べると⼤分格下になります。ですから、できれば条例化と併せて改善をして頂きたい
わけです。⼀歩下がって条例化は別としても、この際、少なくとも公⽂書管理改善、これだ
けは皆さん⽅の役に⽴つわけですから、ぜひやって頂きたいと思います。今後電⼦⽂書がど
んどん増えてくると思います。現状は電⼦⽂書にも対応しないといけない、説明責任にも対
応しないといけない、個⼈情報にも対応しないといけないということでいろいろと難しい課
題があります。しかし、これらを効果的、効率的に⾏うことは、何も住⺠のため、国のため
というだけではなく、皆さんのお仕事も楽になるわけですから、その意味で働き⽅改⾰にも
通じる話でもあるわけですね。 

最後に、なぜ公⽂書管理改善が必要なのかということで三つのポイントを挙げさせて頂き
ましたが、ぜひ皆さん⽅におかれましても、⽂書管理改善を⾏うメリットはどこにあるのか
ということをお考え頂き、取り組んで頂けるとありがたいと思います。いろいろな課題、例
えば条例化というのはどのようにしたらよいのか、といった課題が出てくると思いますので、
その際はぜひ県の公⽂書館にご相談頂きたいと思います。今回のプロジェクトはそのための
取組でございますので、その辺のところをご理解頂ければありがたいと思います。以上で私
の話を終わらせて頂きます。ありがとうございました。 

 
＜質疑応答＞ 
Q：沖縄市総務課市史編集班 盛島 
 ・市史編集の⽅では⾮現⽤⽂書、これがイコール歴史的な公⽂書になるということで私た

ちは毎年度、廃棄⽂書の中から歴史的な資料をピックアップして、これを市史発刊の資
料として保存しております。その中には市⺠の個⼈情報が多数⼊っています。これにつ
いてはどのような取扱い⽅を考えたらよいのでしょうか。 

A：⼩⾕ 
・歴史公⽂書の中に個⼈情報が記載されているというのはよくあることだと思います。お

尋ねの件は保存期間が満了して、市史編集班で保存している⾮現⽤の歴史的な資料とい
うことですから、正式な公⽂書館ではないにしても、これに代わる機能で保存している
歴史公⽂書ということになりますね。このような⾮現⽤の歴史公⽂書は市の情報公開条
例の対象⽂書からは除外されているはずですから、そのまま情報公開条例の不開⽰情報
が適⽤されるわけではありません。つまり公⽂書館に移管された歴史公⽂書の不開⽰情
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料として保存しております。その中には市⺠の個⼈情報が多数⼊っています。これにつ
いてはどのような取扱い⽅を考えたらよいのでしょうか。 

A：⼩⾕ 
・歴史公⽂書の中に個⼈情報が記載されているというのはよくあることだと思います。お

尋ねの件は保存期間が満了して、市史編集班で保存している⾮現⽤の歴史的な資料とい
うことですから、正式な公⽂書館ではないにしても、これに代わる機能で保存している
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報の扱いは、公⽂書館が基本的に公開する施設ですから、情報公開の不開⽰情報よりも
多少緩くなっています。緩くなっているということは、例えば情報公開ですといわゆる
審議検討情報という会議の議事録などは不開⽰情報に該当しますが、そのようなものは
⾮現⽤の歴史公⽂書にはありません。要するに⾮現⽤になると公開度が⾼いということ
です。ただし個⼈情報などはかなり情報公開と同じように扱っています。国の国⽴公⽂
書館なども個⼈情報はかなり厳格にやっています。 

  もう⼀つのポイントとして 30 年原則というのがあります。これは国際的なアーカイブズ
の専⾨団体 ICA が掲げている国際的なルールで、作成後 30 年経ったものはできるだけ公
開しましょうという原則です。従って個⼈情報の場合もその⽅が亡くなられて年数が経
つというような場合、公開していいものもあるということになります。つまり基本的に
は情報公開の不開⽰情報に沿ってやりますが、それよりもできるだけ公開度を⾼めてい
くというのが歴史公⽂書の特性です。ですからその辺の判断は個々具体的に考えなけれ
ばいけないということになります。その点、公開のためのルールを作ってやられるとよ
ろしいかと思います。その辺は県の公⽂書館でいろいろアドバイス頂けると思います。 

 
Q：嘉⼿納町役場総務課 濱元 
 ・旧国⽴公⽂書館法の中では歴史的⽂書であるかどうかの決定権というのは各省庁にあっ

たということですが、今現在はどのようになっているか、教えてください。 
A：⼩⾕ 
 ・まず旧国⽴公⽂書館法の問題の条⽂は削除され、新しくできた公⽂書管理法において、

各省庁は歴史公⽂書の移管が義務付けられました。具体的なやり⽅としては、先ほど
「レコード・スケジュール」という⽅式が導⼊されたと⾔いましたが、これによって各
省庁が決めます。これは、作成後できるだけ早い時点であらかじめ移管か廃棄かを決め
ておくという⽅法ですが、各省庁が決め、それを国⽴公⽂書館のアーキビストあるいは
内閣府の公⽂書管理課が妥当かどうかチェックします。以前のように各省庁で NO とい
えば終わりということではなくなり、そういうところのアドバイスに従って移管するも
のをちゃんと移管してもらうというのが今のルールです。ただし、これは単なる⼀次審
査みたいなもので、保存期間が満了した時に最終的にもう⼀度、きちんと判断します。
ただ基本的には各省庁が決め、それを国⽴公⽂書館がチェックするということです。 
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３．講演：地域の歴史と公⽂書管理     
仲 本 和 彦 

（公財）沖縄県⽂化振興会 
公⽂書管理課 アーキビスト  

 
皆さんこんにちは。年度末のお忙しい時期に、こうして当財団主催のシンポジウムにお越

しいただきまして本当に有難うございます。 
先ほど⼩⾕さんが公⽂書管理の改善について国の事例を基本にして理念や⽬的などポイン

トを細かくお話ししてくださいました。我々がやろうとしているエッセンスについてはほぼ
⼩⾕さんの⽅からお話しいただきましたが、30 分だけお時間をいただきまして、私は地元の
⽴場から公⽂書管理の改善についてお話させていただきたいと考えております。宜しくお願
いします。 

「公⽂書管理を改善しよう」と⾔って呼び掛けて、こうやってシンポジウムを開催させて
いただいたのですが、「今ちゃんとできている」、「特に何か問題があるわけではない」という
ように恐らく⽇々の⾏政の営みは粛々とやられていると思います。しかし、沖縄を少し俯瞰
的に⾒た時に沖縄の記録管理はやはり遅れているというか、うまくできていないところがあ
って、実は我々、県の公⽂書館のレベルでもまだまだできていないところがあります。 
 それから市町村を眺めてみても記録の管理がうまくできていないというところがあります。
⾏政職員の意識と沖縄の歴史を俯瞰的に⾒た時の⾒え⽅とのずれといいますかそういったも
のがあるのかなということで、今⽇はそのお話をしたいと思います。 

なぜそういう⾵に思うのか。私⾃⾝の今やっている仕事、それから過去の仕事、そういっ
たものと組み合わせていくと次の三つの視点からお話させていただくことになります。（P.80
スライド 2） 

今、沖縄県公⽂書館で公⽂書専⾨員として公⽂書館業務をやっていますが、その前は 1997
年から 2006 年までアメリカの国⽴公⽂書館で沖縄県公⽂書館の駐在員として 9 年間資料収集
をしていました。沖縄戦、それから戦後のアメリカ統治時代には沖縄のいろいろな政策とい
うのはアメリカ政府が基本的に作っていて、沖縄の戦後の歩みというのもきちんと検証して
いこうと思ったらアメリカ政府側の記録がどうしても必要だということで、県の公⽂書館が
開館して後 9 年間、資料収集をしていたのです。 

そこで⾒えてきたのが、先ほど⼩⾕さんの⽅からアメリカの場合は記録管理法というのが
先にあって、それから情報公開法、情報⾃由法ができたという話があったかと思いますが、
とにかくアメリカという国の凄まじさです。何故そこまで⼀⽣懸命やるのかというのは、い
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ろいろな理由が考えられますが、スライド3の図に書いてあるとおりで、もともと⼆百何⼗年
かの歴史しかない国ですが、イギリスの帝国主義といいますか、植⺠地主義があってアメリ
カ⼤陸を植⺠地にしてやってきたのですが、そこから独⽴をするために独⽴戦争でもって国
を作ったという背景があって、国⺠主権というか市⺠が主権者だというような意識がアメリ
カは物凄く強い国です。それで、⺠主社会を作るためには政府とかトップの権⼒を国⺠が監
視するというようなところもあって、記録管理というものを⺠主主義という観点からしっか
りやろうというのもありますし、それから先ほど⾔ったように歴史が浅いというのもあって、
何千年という歴史をもっているヨーロッパの国々と⽐べると⾃分たちはしっかり歴史を積み
上げていかないといけないということで記録を⼤切にするというところがあります。 

我々が通っていたアメリカの国⽴公⽂書館には、沖縄県でもこれだけ資料を残し切れてい
ないというぐらい沖縄関係の資料が眠っています。沖縄戦関係の写真や映像フィルム。皆さ
んもよくテレビのドキュメンタリーでご覧になったことがあると思いますが、沖縄戦の時の
⽇本軍の記録で戦場の写真は⼀枚もありません。映像フィルムも1本もありません。⼀⽅、ア
メリカの場合は戦場でしっかり通信隊という部隊をおいて、専ら記録を残していく仕事をさ
せています。どこの地点にどういう攻撃を仕掛けたかとか、⽇本軍がどこからどういう攻撃
をしてきたか、というのを全部分刻みで報告書として残しています。なので、沖縄県公⽂書
館を利⽤された⽅は分かるかと思いますが、沖縄戦の⽇本軍の記録が残っていない中で、第
⼆次世界⼤戦の作戦報告書が⼀式揃っていて、アメリカ側の記録から戦場の様⼦が再現でき
るということで、アメリカの記録管理の凄まじさというのを⽬の当たりにしてきています。 
 スライド 3 の図の右側にあるのは沖縄の地元の新聞でよく⼀⾯トップで紹介されるもので
す。これもなぜ⼀⾯トップになるのかということですが、これは、先ほども⼩⾕さんからあ
りましたが、沖縄返還の時の密約⽂書、⽇⽶政府が沖縄返還の時に沖縄をどうするかという
ような交渉をしたときにアメリカ側は本当に公電、覚書、それから電話のやりとり、メモ、
そういったのも全部きちんと残しています。⼀⽅、沖縄返還で沖縄が今のように基地が残る
とういう⾵になったというのは、⻑らく⽇本政府の外交史料館からはわからなかったのです。
というのも、⼀つには資料が公開されない。ようやく情報公開法ができて、公⽂書管理法が
できて、少しずつは良くはなってきていますが、20 年ぐらい前までは⽇⽶交渉というのは⽇
本側からは全然出てこなかったのです。だから、戦後の⽇本の歩みを検証しようと思ったら
アメリカまで⾏かないと分からないという⾵によく⾔われていました。 

先ほど⼩⾕さんからもありましたが、（⽇本では）箱はでき、公⽂書管理法という法律はで
きましたが、殆どアメリカの連邦記録法や先進国の法律の借⽤というか、そのまま⽂⾔だけ
とってきています。しかし、その仕組みの裏にある理念や⽬的が完全に抜け落ちているもの
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ですから、先ほども桜を⾒る会の名簿のお話がありましたが、森友学園問題や加計学園の問
題あるいは⾃衛隊の⽇報問題の時にも記録管理が問題になっていました。 

実は法律の⽂⾔を読んでいきますと遜⾊がありません。ですから我々も 2009 年に公⽂書管
理法ができた時にやっとできたかと。⽂⾔をみたら素晴らしい。ですが、理念が抜け落ちて
いて、何のためにこれをやるのかというものがないものですから、先ほど⾔ったように屁理
屈を⾔っては「これは⾏政⽂書ではないから」とか、「これは 1 年未満ですから捨てました」
「規則通りやりました」みたいな感じになっているのです。何のために記録管理をやってい
るのかが分かっていればそういうことは絶対に起こらないはずですが、未だににそういった
ことが⾏われていて、⽇本は記録管理の分野ではまだまだ遅れています。当然、記録管理が
杜撰であれば情報公開もできなくなるわけです。情報公開するためにはしっかり記録が残っ
ているのが前提になるので、そういう意味ではまだまだ遅れています。 

では、県内の状況を⾒てみると、恐らく情報公開条例はどの市町村も制定されています。
⽇本では情報公開条例の制度は、市⺠への説明責任ということで地⽅⾃治体の⽅が先にどん
どんできていって、それに合わせる形で国が後から情報公開法というのを作っています。⼩
⾕さんの話にあったように情報公開と記録管理は「⾞の両輪」で、記録管理がしっかりでき
ていないと情報公開がうまくいかない、運⽤がうまくいかないというのがあります。しかし、
ご存知かもしれませんが、今、県内で公⽂書管理条例ができている⾃治体は⼀つもありませ
ん。県ですらも公⽂書管理条例はありません。全国的に⾒ると少しずつできつつあります。
ただし、23 や 24 の程度で全国的に⾒ても都道府県、市、町レベルであり、村レベルでは⼀つ
もできていません。 

ですから沖縄でこれから本当の⺠主的な社会を⽬指すならば、やはり公⽂書管理条例とい
うのは作っていかないといけないし、それからもう⼀つはやはり、今⽇のタイトルでもあり
ますが、我々の歴史、過去の歴史というのは、「記録なくして歴史なし」という⾔葉があるよ
うに、沖縄は、⼩⾕さんもおっしゃっていましたが沖縄戦、去る⼤戦で特に沖縄本島の⽅は
ほぼ琉球王国時代や近代までの記録というのは消失しています。ですから今残っている近代
までの記録というのは本⼟の関係者が持ち帰っていたとか、あるいは台湾や中国など交流の
あったところから拾い集めてきて近世、近代までの沖縄の歴史というのを⼀⽣懸命再構築し
ているところです。（スライド 5） 

沖縄の歴史を⾮常に単純に区分すると、先史時代は記録がない時代で、グスク時代から⽂
字による記録が残っていて、琉球王国時代、薩摩の侵攻とか琉球処分とか明治に⼊っていき
ますが、元々あった記録の多くを戦争で失ってしまっています。 

沖縄戦の後、戦後の⽣活が始まっていきますが、我々は今、現代史、戦後史の記録をきち
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ご存知かもしれませんが、今、県内で公⽂書管理条例ができている⾃治体は⼀つもありませ
ん。県ですらも公⽂書管理条例はありません。全国的に⾒ると少しずつできつつあります。
ただし、23 や 24 の程度で全国的に⾒ても都道府県、市、町レベルであり、村レベルでは⼀つ
もできていません。 

ですから沖縄でこれから本当の⺠主的な社会を⽬指すならば、やはり公⽂書管理条例とい
うのは作っていかないといけないし、それからもう⼀つはやはり、今⽇のタイトルでもあり
ますが、我々の歴史、過去の歴史というのは、「記録なくして歴史なし」という⾔葉があるよ
うに、沖縄は、⼩⾕さんもおっしゃっていましたが沖縄戦、去る⼤戦で特に沖縄本島の⽅は
ほぼ琉球王国時代や近代までの記録というのは消失しています。ですから今残っている近代
までの記録というのは本⼟の関係者が持ち帰っていたとか、あるいは台湾や中国など交流の
あったところから拾い集めてきて近世、近代までの沖縄の歴史というのを⼀⽣懸命再構築し
ているところです。（スライド 5） 

沖縄の歴史を⾮常に単純に区分すると、先史時代は記録がない時代で、グスク時代から⽂
字による記録が残っていて、琉球王国時代、薩摩の侵攻とか琉球処分とか明治に⼊っていき
ますが、元々あった記録の多くを戦争で失ってしまっています。 

沖縄戦の後、戦後の⽣活が始まっていきますが、我々は今、現代史、戦後史の記録をきち
 

んと残せているのかという疑問が湧いてきます。アメリカ統治時代、琉球政府時代の公⽂書
など。アンケート調査で皆さんにお尋ねさせていただいて、「琉球政府時代の⽂書残っていま
すよ」というところもありますが、残っていないところももちろんあって、もう既に⽶国統
治時代の記録が⼿元に殆どないという状況があります。それから本⼟復帰してまた新たに沖
縄県として歩みを始めていますが、今まさに皆さんが⽇々蓄積している記録というのが将来
⼤丈夫なのかと。こういう⾵に俯瞰的に沖縄の歴史を⾒たときにこの記録が⼤丈夫なのかと
いうところが、今、⾮常に問題視されているところではないかと思います。 

では、どうやってやったらいいのというのが、私の後半のお話です。皆さんにお配りして
いる資料ですが、⾮常に盛りだくさん⼊れてあります。今⽇は実は、30 分ではお話しできな
いと始めからわかっていたので後で⾒直してもわかるようにということであえて情報をたく
さん⼊れてあります。 

公⽂書管理の改善や記録をどう残していくのかというところですが、先ほど⼩⾕さんの説
明で公⽂書管理法の運⽤のいろいろな説明がありましたが、「レコードスケジュール」、それ
から「ライフサイクル」の管理というのがカギになります。お⼿元の資料に載せてあります
ので、⾒ていただいて意味がわからなければまた後ででもいいので公⽂書館の⽅に問い合わ
せをしていただければ詳しくご説明したいと思います。 

まず、⽇本政府が今公⽂書管理法で取り⼊れているレコードスケジュールというのはアメ
リカの模倣です。しかし、よくよく⾒ていくと違うところがあります。ポイントは、スライ
ド7の図にも書いてあって、ライフサイクルを川の流れに例えたときに「川下」で保存される
記録の中⾝の善し悪しというのは「川上」での作成段階とかファイリングの時にどれだけき
ちっと管理をしていくかということにかかってくるということです。だから沖縄県の場合で
いうと、県庁から沖縄県公⽂書館に公⽂書が流れてきますが、公⽂書館で県⺠の皆さんに提
供する歴史資料の中⾝、それが使えるものなのかどうかというのは県庁の⽅でいかに記録管
理をしていたかということにかかってくるということです。 

例えば、沖縄は今、30 年くらい前から基地問題で国とたいへん揉めていますよね。1995 年
の少⼥暴⾏事件以来⼤⽥県政から稲嶺さん、仲井眞さんに引き継がれ、基地問題が⼤変なこ
とになってきていますが、95 年のあの事件の後に物事が相当⼤きく動いて⼤⽥知事と橋本⾸
相の間でいろいろなやりとりがあって、結果的に今、辺野古ということになっています。 

ではそのやりとりはどうだったの？と疑問に思い、県の⽅にその時の橋本・⼤⽥の会談記録
はありますかと聞いたら、「公⽂書」として保存されるには起案・決裁されなければならない
と、だから会談に秘書か誰かが⼀緒に⼊って⼤⽥さんと橋本さんの話の内容をメモにとったと
しても、決裁されなければ公⽂書にあたらないという⾵な⾔われ⽅をされたことがあります。 
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この解釈は沖縄県に限ったことではなくて、市町村も恐らくそうではないかと思います。
やはり基本的には起案して決裁して意思決定をしていったものが「公⽂書」ということで、
それを 10 年、20 年、30 年と保存していくという形です。それはそれでいいのですが、ただ
沖縄の歴史を俯瞰して⾒たときには、基地問題などで国との内密の交渉があって、やはり起
案決裁⽂書だけでは不⼗分で、百年後の我々の⼦孫に沖縄の姿というものがなぜそうなって
いるのかという説明は、今記録を残しておかないとわからなくなるのです。1990 年代、2000
年代、そして今、物事が動いている時の記録というのをしっかり残していかないといけませ
ん。しかし、それが残っているのかというと、残念ながらきちんとは残っていません。起案
決裁⽂書から漏れていくものまでもうまく拾っていって残していくということは、⾮常に⼿
間暇がかかることですが、⾏政の営みを残すには⼤事なことだと思います。 

それをどのようにやるかのカギを握るのが、スライド 6 の図にある「レコードスケジュー
ル」で、たまたま残っているのではなくて、これは残していくという⾵に最初の段階で決め
てしまうというものです。それを「どのように」やるかというのは細かい話になってしまっ
て今⽇はできませんが、今⽇⼀番お話ししたいのは、これを「誰が」やるかということです。 

沖縄の記録管理を俯瞰的に⾒たときに、今沖縄の⽂書管理、記録保存は誰が担っているか
というと、⼤体、教育委員会とか市町村史編纂の部⾨が各市町村の歴史的な記録を担ってい
ます。ただ、どこも予算的に⾮常に苦しい。私は今、読⾕村史、⼋重瀬町史、沖縄県史など
いろいろと関わっていますが、この、地域の歴史を残す仕事というのは、とても厳しい予算
の中で、⾮常勤の皆さんに⽀えられているという状況です。先ほどお話ししました波瀾万丈
の沖縄の歴史、本⼟と⽐べると社会的にも⽂化的にもユニークな歴史を今誰が今⽀えている
かというと、市町村史編纂部⾨の⾮常勤職員の皆さんということになります。 

アメリカの国⽴公⽂書館の凄まじい記録管理のこともご紹介しましたが、あれはどのよう
にしてできたかというと、やはり公⽂書館ではなく、⾏政の現場での最初の⼀歩が⼤事だと
いうことです。沖縄では、たまたま残ったものを拾っていくとか、教育委員会の職員が捨て
られそうになったものを出かけていって「これ待って！」と声をかけて拾い上げていくとい
うようなやり⽅で沖縄の歴史継承は⽀えられているというのが実情です。そんな状況では⾮
常に危うい。タイミングがちょっと遅れたらもう無くなっている。このやり⽅では将来⽴ち
⾏かないと思います。ですから、これからはやはり「スケジュール型」を導⼊して「この資
料は作成してファイリングする時点で残す」と、「残さないといけない」と、「この資料が無
くなったら町の歩みが残せない」という姿勢でやっていかないといけません。 

さて、これを誰がやるのかということに関してですが、それは今⽇、呼びかけて来ていた
だいている総務課の皆さん、総務系の職員の皆さんが⼀義的に担っていかないといけません。
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沖縄市のように総務課の中に市史の担当班があり、お互いが協⼒してやっていくところもあ
れば、総務系と教育委員会や⽂化課などが全く連携がとれていないところもありますが、そ
ういった枠組み作りをこれからやっていって体系的に記録を残していく、落ちていたのを拾
うのではなくて、最初から「これは残す」ということでやっていけるかがカギです。 

例えば、今、市町村ではいろいろな⾏事やイベントの写真を撮っていると思いますが、写
真はとても貴重な歴史資料になります。また、動画フィルムや映像をちゃんと残せる仕組み
が市町村に今あるのかどうか。こういうことを考えることこそがまさに「体系的に記録を残
していく」ということなのです。 

ではどうやって残せばいいのかというのはノウハウの部分で、その点は技術的なところな
ので別の機会に譲ります。とりあえず、今⽇皆さんに⼀番お伝えしたかったことは、歴史資
料の保存を誰が担うべきかということです。先ほど南城市の⽅とも話していたのですが、な
かなか総務系にこのことが伝わらないということで、「これ⼤事なんですよ」と話をしてもあ
まり伝わらない、「今やっているやり⽅で何の問題があるの？」ということになって、そこか
ら先に進まない。これを先に進めていくためには、各市町村の⾏政組織の「⽂化」を変えて
いくというようなことが必要ではないかと思っています。（スライド 9） 

⽂化というのは⼀年、⼆年で変えられるものではなくて、数年、何⼗年単位で取り組んで
いかないといけないもの、変えていくものだと思いますので、今⽇は第１回⽬のシンポジウ
ムですが、このようなことを地道にやっていって、市町村の⾏政職員の皆さんにまちの営み
やまち作りの記録を残すということがいかに重要かということをわかっていただいて、でき
れば⾸⻑やトップの⽅々に理解していただいて、しっかり⼿間暇を掛けてやっていけるよう
になることを強く望みます。こういうことは簡単に、短期間にできることではないので、み
んなで知恵を出し合いながら⼀歩⼀歩取り組んでいくというのが、今⽇のシンポジウムの狙
いです。（スライド 10） 

「それが⼤事なのはわかるけど、やるのは⼤変だよ」、というのが恐らく現場の⽣の声だと
思います。それは我々も重々承知しています。では、担当者⼀⼈でできなければどういう⾵
に我々がサポートできるのか、あるいは市町村同⼠の横の連携というのがどういう⾵にやっ
ていけるのかというところを後半のディスカッションでやっていきたいと考えていますので
どうぞ宜しくお願いします。少し時間をオーバーしましたが私からは以上です。 
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＜質疑応答＞ 

Q：沖縄市総務課市史編集班 盛島 
 ・２点ほどお願いというか教えていただきたいのですが、⼀つ⽬が、先⽣が先ほどおっし

ゃった⽂書の歴史的価値を原課で選別するという部分でこの選別⽅法、どういった廃棄
⽂書、廃棄⽂書が毎年四千箱ぐらい出ますが、その中で歴史的資料として残すためにこ
ういった⽂書をピックアップする、選別するというのを今後ちょっとマニュアル化した
いと思っています。どういった⾮現⽤の⽂書を残したらいいとか、具体的に県も県の本
庁から公⽂書館に移る場合にこういう⽂書をピックアップして移管、廃棄している⽂書
を選別しているという何かあると思うのでできましたら私たちもルール化したいので資
料としていただけたら参考になるかなと思っています。もう⼀つが、やはりおっしゃっ
ているように各市町村、嘱託、臨時が市史編集員として⼊っている中で職員がどうして
も⼆⼈とか場合によっては⼀⼈というところもありまして、アーキビストというんです
か、養成の講座を県公⽂書館の⽅で何か昔、前にやっていたというのを聞いたことがあ
りますが、次年度是⾮、職員を対象にそういう廃棄⽂書をどういった着眼点で歴史的資
料として引き抜くというところでアーキビストというんですか、その養成、講座を是⾮
お願いしたいと思っています。 

A：仲本 
 ・はい、まず⼀番⽬。選別をどうやってやるのか。原課の⽅でどうやって選別したらいい

のか、ということですが、これは、やはりライフサイクルの中で先に選別をするという
ことになり、⾮常に難しい仕事です。公⽂書館でも選別チームというのがありますが、
公⽂書館の業務の中でも⾮常に難しい業務になります。資料があればください、という
ことでしたので、我々のノウハウというものは惜しみなく提供したいと思いますので是
⾮声かけていただいて、後ほど提供したいと思います。選別業務については皆さんに⾏
ったアンケートで、今困っていることありませんかという質問に対して、どう歴史⽂書
を選別したらいいかわからないというのは上位のほうにきていました。今⽇これからア
ンケートの調査結果の報告、それからディスカッションの時にも課⻑から選別について
の考え⽅みたいなものもお話することになっていますので、その時に改めて取り上げた
いと思います。もう⼀つアーキビストの養成についてですが、各⾃治体でアーキビスト
をもつというのは、今、県内に公⽂書館があるのは県と北⾕町だけですし、我々も公⽂
書館を造らないといけないという話をしているわけではなくて、「公⽂書館的な機能」は
各⾃治体が持つべきではないかとは考えています。館は持てなくても保存期間が満了し
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をもつというのは、今、県内に公⽂書館があるのは県と北⾕町だけですし、我々も公⽂
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てそれでもなお価値のある記録を保管しておいて情報公開請求をしなくても⼀般市⺠が
誰でも利⽤できるようにする。沖縄県公⽂書館の場合もそうですが、実は公⽂書館の利
⽤が多いのは歴史研究家ではありません。⼀般の県⺠の⽅々が⾃分の権利関係の書類を
⾒に来られるのです。援護法の関係とか、⼟地所有申請書とか、そういうのを⾒に来る
⽅が多いのです。だから⼀旦現⽤では保存期間満了しても保管しておくというような流
れとか仕組みを作るほうが⼤事です。それらの記録の利⽤サービスを提供する、いわゆ
るアーキビストを養成する講座を開催して欲しいということですが、これは我々も考え
ていることですので、是⾮、⽂化振興会の普及チームやこの市町村⽀援のチームがあり
ますのでお⼿伝いさせていただきたいと思っています。 
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４．報告：市町村⽂書管理アンケート調査結果について 

                       ⼤ 城 博 光  
                          （公財）沖縄県⽂化振興会 

                             公⽂書管理課⻑ 
 
皆さんこんにちは。沖縄県⽂化振興会の⼤城です。この時間は市町村⽂書管理アン

ケート調査について、その結果について皆さんと共有していきたいと思います。 
P.91 のスライド 1 では３つのテーマを頭出ししていますが、時間の都合もあり、こ

の時間は２つのテーマについてお話ししたいと思っています。3 つ⽬のテーマは、別
の機会があればお話ししたいと思います。 

 
それでは、１つ⽬のテーマ「１ 市町村⽂書管理⽀援活動の概要」についてお話しし

ます。 
沖縄県⽂化振興会では、今年度から市町村⽂書管理⽀援活動をスタートしました。

その⽬的は表⽰のとおり「地域の歩みを伝えるかけがえのない歴史公⽂書が適切に保
存継承されるよう、沖縄県⽂化振興会が県の公⽂書館業務で培った経験をもとに、市
町村の⽂書管理を⽀援することで、歴史公⽂書が住⺠共有の知的資源として利⽤でき
る環境の確⽴を全県的に推進していく。」ことです。 

沖縄県⽂化振興会は、指定管理者として沖縄県公⽂書館の管理運営を⾏っている以
外にも、沖縄県の⽂化振興に関する様々な活動を⾏っています。この市町村⽂書管理
⽀援活動は、公⽂書館の指定管理者としての⽴場ではなく、当会独⾃の活動として⾏
っています。 

この活動をスタートするにあたって、⾃分たちが市町村の⽂書管理を⽀援したいと
いう気持ちはあっても、「私たちに何ができるのか」、「市町村は何を求めているのか」
が、わかっていない。そこで、フェーズ１として「市町村が今どのような状況にある
のか」、市町村の⽂書管理の現状把握と課題の共有をすることから始めることにしまし
た。その取組みとして、最初に市町村の⽂書管理ルールの調査を⾏いました。インタ
ーネットで収集した各市町村の⽂書管理規程を国の法律と⽐較する形式でまとめてい
ます。次に皆さんにご協⼒いただきながら⽂書管理の現状についてアンケート調査を
実施しました。今回の報告は、そのアンケート調査結果の報告になります。 

その後に、どのような取り組みを計画しているかというと、アンケート調査の結果
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をもとに、各市町村が抱える課題について個別に相談に応じていきたいと思っていま
す。また、その中でスライド 2 の図のミニマムモデルの検討という取組みがあります。
「歴史的な公⽂書を保存していくことは必要だ」と感じていても、「⼈」がいない、
「予算」がない、「場所」がない、いろいろな悩みが出てくると思います。その中でま
ず最低限の形で実現できる⽅法を検討していきたい、そしてそれを提案していきたい、
ということを考えています。 

ここまでが、市町村⽂書管理⽀援活動⾃体の概要になります。 
 
 

さて、ここからは本題の２つ⽬のテーマ、アンケート調査の結果について報告しま
す。今回、県内の全 41 市町村にアンケートをお願いしたところ、41 の市町村から回
答がありました。お忙しい中にもかかわらずご協⼒いただき本当に感謝しています。
これからの活動の基礎データとして、しっかり活⽤させていただきたいと思います。 

調査結果については、「市町村の公⽂書管理に関するアンケート調査の集計結果」に
まとめていますので、この資料に沿って説明をしていきます。あらかじめ申し上げま
すが、この資料は集計結果だけを記載しており、これに分析を含めたものを報告書と
して作成し、後⽇、皆さんに提供したいと思っています。 

では、資料の表紙をめくっていただいて、まず 1 ページです。質問は⼤きく４つに
区分しています。質問１は⾏政⽂書の管理、やはり歴史公⽂書を保存する上で源とな
る⾏政⽂書の管理がどのような状況になっているか、というのを把握するために質問
させていただきました。 

質問 1.1「⾏政⽂書を管理するファイル管理簿等の記載項⽬を選んでください」 

⾏政⽂書の管理がどのように⾏われているか、それを把握するにはファイル管理簿
を⾒るのが⼀番だと考えていましたが、送っていただくのも⼤変なのでアンケートで
記⼊項⽬を調べることにしました。どの市町村も概ね同じ項⽬を⽤いていましたが、
特徴的だったのが記⼊項⽬に歴史公⽂書の識別を含めている市町村がありました。こ
の形式は公⽂書管理法施⾏後に国が⽤いている⾏政⽂書ファイル管理簿と同様です。 

質問 1.2「完結した各課の⾏政⽂書を集中管理している書庫がありますか」 

「はい」が 35 で、「いいえ」が 6 でした。「いいえ」の市町村は、おそらく各課で個
別に保管している状況だと思われます。 
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を⾒るのが⼀番だと考えていましたが、送っていただくのも⼤変なのでアンケートで
記⼊項⽬を調べることにしました。どの市町村も概ね同じ項⽬を⽤いていましたが、
特徴的だったのが記⼊項⽬に歴史公⽂書の識別を含めている市町村がありました。こ
の形式は公⽂書管理法施⾏後に国が⽤いている⾏政⽂書ファイル管理簿と同様です。 

質問 1.2「完結した各課の⾏政⽂書を集中管理している書庫がありますか」 

「はい」が 35 で、「いいえ」が 6 でした。「いいえ」の市町村は、おそらく各課で個
別に保管している状況だと思われます。 

質問 1.3「全ての⾏政⽂書を保存期間満了まで保存できる場所が確保されていますか」 

「はい」が 25 で、「いいえ」が 16 でした。個⼈的には「はい」が以外に多く感じ、
保存できる場所がある程度確保されているのかなと。この時点では思いました。 

質問 1.4「⾏政⽂書の保存場所を確保するために特別な⽅策をとっていますか」 

「はい」が 17 で、「いいえ」が 24 でした。また、「はい」17 のうち、次の「どうい
う⽅策をとっていますか」という質問に「a.保存期間を定めた基準を⾒直して保存⽂
書量の削減をしている」、「b.保存期間満了前の⾏政⽂書を選別して廃棄している」、「c.
保存期間が永年の⾏政⽂書を選別して廃棄している」の回答があり、保存スペースが
無くてやむなく捨てざるを得ない状況だと思います。「d.デジタル化して廃棄している」
という回答は 0 で、この a からｄまでは⽂書量を減らす対応になります。次に、e、ｆ
は、スペースを増やす対応になります。「e.⺠間の倉庫や空き庁舎等を活⽤して保存場
所を確保している」というところが８市町村もありました。前質問の回答で、保存で
きる場所を確保していると答えた市町村を含め、皆さんいろいろ苦労して⼯夫しなが
ら保存場所を確保しているんだと感じました。 

質問 1.5「⾏政⽂書を廃棄する時に決裁⼿続きがありますか」 

「はい」が 31、「ない」が 10 でした。また、「はい」の 31 のうち、廃棄決裁権者は
は市町村⻑となっているところが４で、以下、資料のとおりになっています。 

質問 1.6「⾏政⽂書から歴史公⽂書を選別して保存していますか」 

「はい」が 17、「いいえ」が 24 でした。「はい」は約 41％、「いいえ」が約 59%で 
す。ほとんどの市町村に公⽂書館が無いにもかかわらず「はい」が 41%あり、これを
多いと捉えるか少ないと捉えるか、⾮常に微妙なところです。 

 
次の質問 2 については、「歴史公⽂書を保存している」と回答した 17 機関を対象に

した質問になります。 

質問 2.1「歴史公⽂書はどの段階で選別していますか」 

「保存期間の満了前」が４で、これは国と同じ⽅式です。「保存期間の満了後」が
12 で、沖縄県公⽂書館はこの⽅式になります。また、この両⽅でされているというの
が 1 ありました。 
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質問 2.2「歴史公⽂書はどの組織が選別していますか」 

総務的な事務の⾏う⽂書事務の統括課が 1、⽂書を作成した各課が５、歴史公⽂書
の管理部⾨、教育委員会だったり図書館だったり⽂化財課だったりというところが 10
でした。 

質問 2.3「歴史公⽂書を選別する基準がありますか」 

「はい」が 7、「いいえ」が 10 でした。 

質問 2.4「歴史公⽂書を別の組織に移管して保存していますか」 

「はい」が 8、「いいえ」が 9 でした。「いいえ」は、別の組織に移管せずに、集中管
理庫あるいは各課でそのまま保存している状態だと思われます。その状況を確認した
かったのが次の質問で、「保存期間中の⾏政⽂書と別の場所で保存している」が３、
「保存期間中の⾏政⽂書と同⼀場所でエリアを区別して保存している」が１、「保存期
間中の⾏政⽂書と同⼀場所でエリアを区別せずに保存している」が 4 という結果でし
た。なぜこのような質問をしたのかというところが、次の質問に関係してきます。 

質問 2.5「保存している歴史公⽂書は情報公開の適⽤を受けますか」 

「はい」が 3、「いいえ」が 14 でした。情報公開条例は全ての市町村にあると思い
ますが、例えば沖縄県の場合は、公⽂書館とか図書館とかそういったところで特別な
管理をしている場合は情報公開条例の適⽤を除外します、というルールになっていま
す。この特別な管理とは、公⽂書館などへ「移管」する場合は分かりやすいのですが、
質問 2.4 の保存場所が⾏政⽂書と同⼀になっている場合、そのような位置づけになっ
ているのか、確認したくてこのような質問をさせていただいています。 

質問 2.6「歴史公⽂書の管理及び⼀般利⽤について定めた例規がありますか」 

残念ながら「はい」が２でした。先ほどの情報公開条例とは別に、特別の管理をし、
⼀般の⽅々が利⽤できるようなルールが存在するか、という意味で質問しています。 

質問 2.7「保存している歴史公⽂書の量を記⼊してください」 

記⼊していただいた⽂書量を箱に換算して、⼤体 100 箱未満、100 箱以上、1000 箱
未満、1000 箱以上という区分で集計しています。 

質問 2.8「歴史公⽂書の保存場所は温湿度が制御されていますか」 

「温度湿度とも制御していない」が 13 です。 
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「温度湿度とも制御していない」が 13 です。 

質問 2.9「歴史公⽂書の中に復帰前の公⽂書がありますか」 

「はい」が 15 です。沖縄県公⽂書館では琉球政府⽂書と⾔われる復帰前の公⽂書を
約 16 万簿冊所蔵しています。琉球政府⽂書は沖縄県公⽂書館の設置前は複数の場所で
保管され、温湿度が完備されていた状況ではありませんでした。公⽂書館が受け⼊れ
た時には、すでに数冊は⾍⾷いがあったり、カビだらけになっていたりという経験が
あります。もう⼀つ⾔いますと、琉球政府が使⽤していた当時の紙は、酸性度が⾼い
紙が多いことから、温湿度が安定していないと脆弱化の進⾏が速いです。そういう⼼
配もあって質問 2.8 と質問 2.9 はお尋ねしています。 

質問 2.10「歴史公⽂書を保存していく上で何か課題がありますか」 

「はい」が 17 でした。歴史公⽂書を保存していると回答した 17 の市町村すべてか
ら課題がある、という回答をいただいています。課題の内訳としては、選別する基準、
選別する⼈⼿、という課題が多いようです。続いて、保存場所が⾜りない、このよう
な状況になっています。 

 
次の質問 3 が「⾏政⽂書から歴史公⽂書を保存していますか」いう質問に「いいえ」

と回答した 24 市町村に対して質問しています。 

質問 3.1「歴史公⽂書を保存していない最⼤の理由を 1つ選んでください」 

ここでは、他県で過去に実施された同様のアンケートの中で、多かった回答を参考
にして選択肢を設定しています。最も多かった理由は、「現⽤の⽂書管理ができておら
ず、その改善が優先だから」ということです。また別の機会に個別に聞いてみたいと
ころですが、現⽤の⽂書管理の何ができていないのか、気になるところです。 

 
アンケートの最後は、当会ができることを考える上で、皆さんがどのような専⾨的

⽀援を望んでいるのか、をお尋ねしました。 

質問4.1「公⽂書管理に関する課題の解決や改善に向けて、どのような専⾨的⽀援を
希望しますか」 

特に多かったのが「b.歴史公⽂書の選別⽅法」、「c.公⽂書の管理⽅法」、続いて「h.
県内市町村で課題を共有する機会が欲しい」、「j.公⽂書管理に関する研修を実施して欲
しい」という声をいただきました。今後の⽀援活動の参考にします。 
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さて、今回の報告は以上になります。話が駆け⾜になってしまいましたが、次の意
⾒交換、ディスカッションで⾜りなかった点を補うことができればと思います。私の
報告はこれで終わります。 
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５．ディスカッション 
司 会：仲 本 和 彦 

＜司会＞ 
引き続きディスカッションに⼊っていきたいと思います。 
今⽇は、年度末の忙しい時にこのような企画となりました。本当は全 41 市町村の皆さんに

来ていただいて、教育委員会、⽂化課、⽂化財課の⽅々、さらに先ほどお話しした総務系の
皆さんがカギを握ることになると思いますが、我々が今ここで⼀⽣懸命説明しているレコー
ドスケジュールを組んで、たまたま残ったのではなくてしっかり残すつもりで残して⾏くや
り⽅について、皆さんと⼀緒に知恵を出し合って、課題を共有して、少しでも前に進めてい
けるようにしたいと考えています。 

参加者の皆さんもお⼀⼈でいらしたり、多くてもお⼆⼈でという感じですが、今⽇のシン
ポジウムの後、⾃分の職場に戻られて今⽇のことをどう上司に話されるのか、個⼈的に復命
してもしかしたらそれで終わりということになるかもしれませんが、そうなって欲しくない
ということもあって、皆さんがこれを組織で共有して少しでも組織⽂化というものを変えて
いくということに我々も⼀緒になって⼒を合わせてやっていけないかということがこのシン
ポジウムの⼀番の狙いです。 

壁が⾼いというのは本当に重々分かっていて、それをやっていくために課題を共有して知
恵を出し合っていきましょう。こちらの話を⼀⽅的に聞いていただくだけではなくて、皆さ
んの率直なご意⾒などもいただきながら、我々もそれを参考にして、あるいは横の「ああ、
やっぱり⾃分だけじゃないんだ、よその市町村も同じような悩みを抱えているんだ」という
ことが共有できればいいなと思っていますので宜しくお願いします。 

今⽇は参加者が⼤分少なくて、先ほどまでいらした⽅も⽤事があるということで抜けられ
たところもありますが、まず皆さんから⼤城のアンケート結果報告について何か聞いてみた
いというのがありますか。 

（質問なし） 
よろしいですか。 
先ほどの基調講演や講演の際にも２，３質問をお受けしていますが、改めて何か皆さんの

⽅から聞いてみたいというのがあればまずそこから始めようかなと思いますが、いかがでし
ょうか。 

では、先ほど沖縄市の盛島さんからありました総務の⽅で選別する、どうやってやるのっ
ていう話、これやはり⾮常に難しい、最⼤の難しいところかと思います。これについては⼤
城の⽅から先ほどの報告の中で若⼲端折った部分がありますので、そこを深堀していきたい
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５．ディスカッション 
司 会：仲 本 和 彦 

＜司会＞ 
引き続きディスカッションに⼊っていきたいと思います。 
今⽇は、年度末の忙しい時にこのような企画となりました。本当は全 41 市町村の皆さんに

来ていただいて、教育委員会、⽂化課、⽂化財課の⽅々、さらに先ほどお話しした総務系の
皆さんがカギを握ることになると思いますが、我々が今ここで⼀⽣懸命説明しているレコー
ドスケジュールを組んで、たまたま残ったのではなくてしっかり残すつもりで残して⾏くや
り⽅について、皆さんと⼀緒に知恵を出し合って、課題を共有して、少しでも前に進めてい
けるようにしたいと考えています。 

参加者の皆さんもお⼀⼈でいらしたり、多くてもお⼆⼈でという感じですが、今⽇のシン
ポジウムの後、⾃分の職場に戻られて今⽇のことをどう上司に話されるのか、個⼈的に復命
してもしかしたらそれで終わりということになるかもしれませんが、そうなって欲しくない
ということもあって、皆さんがこれを組織で共有して少しでも組織⽂化というものを変えて
いくということに我々も⼀緒になって⼒を合わせてやっていけないかということがこのシン
ポジウムの⼀番の狙いです。 

壁が⾼いというのは本当に重々分かっていて、それをやっていくために課題を共有して知
恵を出し合っていきましょう。こちらの話を⼀⽅的に聞いていただくだけではなくて、皆さ
んの率直なご意⾒などもいただきながら、我々もそれを参考にして、あるいは横の「ああ、
やっぱり⾃分だけじゃないんだ、よその市町村も同じような悩みを抱えているんだ」という
ことが共有できればいいなと思っていますので宜しくお願いします。 

今⽇は参加者が⼤分少なくて、先ほどまでいらした⽅も⽤事があるということで抜けられ
たところもありますが、まず皆さんから⼤城のアンケート結果報告について何か聞いてみた
いというのがありますか。 

（質問なし） 
よろしいですか。 
先ほどの基調講演や講演の際にも２，３質問をお受けしていますが、改めて何か皆さんの

⽅から聞いてみたいというのがあればまずそこから始めようかなと思いますが、いかがでし
ょうか。 

では、先ほど沖縄市の盛島さんからありました総務の⽅で選別する、どうやってやるのっ
ていう話、これやはり⾮常に難しい、最⼤の難しいところかと思います。これについては⼤
城の⽅から先ほどの報告の中で若⼲端折った部分がありますので、そこを深堀していきたい

 

と思います。 
 

＜⼤城＞ 
どうやって選別するかということについては、何を選別する、という考え⽅の話と、どう

やって選別する、というやり⽅の話があると思います。実は、今回の報告の際にその辺の話
を端折ったのは、時間の都合もありましたが、各市町村と個別具体的に話した⽅が有効だと
感じたからです。 

何を選別する、という考え⽅の話をすると、公⽂書館、博物館、図書館、それぞれに設置
⽬的があり、歴史資料として重要な公⽂書を保存するといっても、その保存機関の役割が何
かによって、何を重要とするかは必ずしも⼀致しません。図書館や博物館であれば社会教育
活動の⼀環として、⾃治体史の編纂部⾨であれば地域の変遷等をまとめる資料として、など
などです。私がここでお話しできるのは、公⽂書管理法の⽬的を達成するためにはどのよう
な⽂書を残せばいいかということになります。公⽂書管理法の⽬的とは、現在⼜は将来に対
する説明責任を全うする。ということです。 

「アンケートの結果について」という資料をもとにお話しすると、P.95 のスライド 10 の図
に国の閣議決定で⽰された歴史的資料として重要な公⽂書等の中核となるものとはどのよう
なものか、を記載してあります。ここでは、国政上を⾏政上と⾔い換えると、⾏政上の重要
な事項の意思決定、その意思決定の前後も含めてですが、それに関する⽂書を残していけば、
概ね説明責任が全うできるという⾵な考え⽅でいいと思っています。 

併せて⾔いますと、その下に書いてあるのは個⼈的⾒解ですが、公⽂書が持つ歴史的な重
要性と⾏政的な重要性は極めて近いということです。あえて違う点について話すと、例えば
沖縄学の⽗といわれる伊波普猷さんの図書館⻑時代の出勤簿があったとします。⾏政的な重
要性という観点では出勤簿は保存しません。⼀⽅、歴史的な重要性という観点では、なかな
か捨てられないでしょう。ただし、公⽂書管理法が求めているのはそういう資料を選び、残
していくことではなく、⾏政が説明責任を全うするために必要な⽂書を残しましょう。とい
うことです。また、皆さんが永年保存⽂書に設定している⽂書の多くが、⾏政上の重要性が
⾼い⽂書で、歴史公⽂書にも該当すると考えています。 

この場で深堀りしてうまく説明することができないのですが、⾏政的な視点で重要なもの
を残していくということで、公⽂書管理法の⽬的は達成されるという⾵に考えています。 
  
＜司会＞ 

歴史的価値というとなかなか現時点ではわからないことだと思いますので、⾏政的な価値
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というのをまず第⼀に、ということですね。 
 

＜⼤城＞ 
さらに、何が⾏政上の重要な事項に該当するかを深堀りすると、その参考になる基準とし

て事務決裁規程があります。⾏政的な重要性のレベルに応じて決裁権者が定めてあり、もっ
とも重要な意思決定は市町村⻑が判断することになっています。市町村⻑が決定した事案は、
⾏政上重要な事項に該当するというのも１つの考え⽅だと思います。 

⼀⽅、学問的に歴史資料としての重要性を判断するのでしたら、先ほど話した出勤簿の例
のように、50 年、100 年と寝かさないと難しいです。その間、公⽂書を寝かし続けてそれか
ら評価する。公⽂書管理法が求めているのはそういうことではないと思います。 

 
＜司会＞ 

恐らくどの市町村でも評価選別の仕組み⾃体はないけれども、⾏政⽂書ファイル管理簿は
ありますよね。⾏政⽂書ファイル管理簿があって、それにこれは保存で歴史公⽂書、これは
⼀時保存⽂書でいずれ廃棄、捨てるという⾵にやっていくというのがレコードスケジュール
の考え⽅ですよね。 
 
＜司会＞ 

どのファイルを永年保存とするのか、歴史公⽂書とするのかが⾮常に難しいところですが、
国のものを参考にするのも⼀つの⼿だと思います。 
 
＜沖縄市総務課 盛島＞ 

少しそれるかも知れませんが、後援に沖縄県地域史協議会もあります。沖縄県公⽂書館も
⼊ってらっしゃいます。実際に廃棄⽂書、これを市史資料として各市町村史編集というとこ
ろで共有している県地域史協議会と絡めて、県公⽂書館からのこういう廃棄⽂書、歴史的資
料としてピックアップする際の情報共有、どういう⾵に選別したらいいかとかそういう場を
もてるのかなとちょっと今思いました。 

今、アンケートの結果からもやはりどこの市町村も⼀般⾏政職で⼊ってきた職員、私もそ
うですが、市史編集というものに携わったことがなくて他の市町村は博物館法に基づく国家
資格を持った⽅が多々教育委員会の中で市史編集に携わっていて、その⼈たちが発刊をする
材料というのが廃棄⽂書というところがあるので、歴史公⽂書の選別⽅法や公⽂書管理に関
する研修の実施などを県の地域史協議会のなかで設けて、コラボしてやるとか、その⽅が⼀
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というのをまず第⼀に、ということですね。 
 

＜⼤城＞ 
さらに、何が⾏政上の重要な事項に該当するかを深堀りすると、その参考になる基準とし

て事務決裁規程があります。⾏政的な重要性のレベルに応じて決裁権者が定めてあり、もっ
とも重要な意思決定は市町村⻑が判断することになっています。市町村⻑が決定した事案は、
⾏政上重要な事項に該当するというのも１つの考え⽅だと思います。 

⼀⽅、学問的に歴史資料としての重要性を判断するのでしたら、先ほど話した出勤簿の例
のように、50 年、100 年と寝かさないと難しいです。その間、公⽂書を寝かし続けてそれか
ら評価する。公⽂書管理法が求めているのはそういうことではないと思います。 

 
＜司会＞ 

恐らくどの市町村でも評価選別の仕組み⾃体はないけれども、⾏政⽂書ファイル管理簿は
ありますよね。⾏政⽂書ファイル管理簿があって、それにこれは保存で歴史公⽂書、これは
⼀時保存⽂書でいずれ廃棄、捨てるという⾵にやっていくというのがレコードスケジュール
の考え⽅ですよね。 
 
＜司会＞ 

どのファイルを永年保存とするのか、歴史公⽂書とするのかが⾮常に難しいところですが、
国のものを参考にするのも⼀つの⼿だと思います。 
 
＜沖縄市総務課 盛島＞ 

少しそれるかも知れませんが、後援に沖縄県地域史協議会もあります。沖縄県公⽂書館も
⼊ってらっしゃいます。実際に廃棄⽂書、これを市史資料として各市町村史編集というとこ
ろで共有している県地域史協議会と絡めて、県公⽂書館からのこういう廃棄⽂書、歴史的資
料としてピックアップする際の情報共有、どういう⾵に選別したらいいかとかそういう場を
もてるのかなとちょっと今思いました。 

今、アンケートの結果からもやはりどこの市町村も⼀般⾏政職で⼊ってきた職員、私もそ
うですが、市史編集というものに携わったことがなくて他の市町村は博物館法に基づく国家
資格を持った⽅が多々教育委員会の中で市史編集に携わっていて、その⼈たちが発刊をする
材料というのが廃棄⽂書というところがあるので、歴史公⽂書の選別⽅法や公⽂書管理に関
する研修の実施などを県の地域史協議会のなかで設けて、コラボしてやるとか、その⽅が⼀

 

番具体的に分かりやすいのではと思いました。 
永年保存とか機械的なものでピックアップして残していくとかそういうことも必要だと思

いますが、これを基に各市町村、発刊物、沖縄市は今回、沖縄市の沖縄戦ということで発刊
していますが、それに基づく資料が沖縄市から合併前に出てきた⽂書とかそういう資料があ
るので、それをどういう着眼点でもって選別をするかとかそういうのは市史編纂を担ってい
る地域史協議会と⼀緒になってこういう場で意⾒交換しながら選別の基準というのが⾒えて
くるのかなと思いました。 
 
＜司会＞ 

貴重なご意⾒有難うございました。これまで市町村史を編纂する上で活⽤してきた公⽂書
というものの蓄積があるのでそれをみんなで共有して、こういうのは歴史⽂書になるよねと、
そういうやり⽅もあるのではないかというご意⾒ですね。 
 
＜⾦武町教育委員会社会教育課 川島＞ 

ご講演いろいろ有難うございました。⾦武町史1年⽬ということでそれ以外ここ14，5年渡 
り⿃のように各市町村史を転々とさせていただいています。 

どこかということは⾔うことはできませんが、先ほど仲本さんの話を聞いていて、落穂拾
いという⾔葉があって年度末から新年度にかけて廃棄⽂書が⼤量に捨てられていくときにや
はりある⾃治体史編纂の事務局を預かっていてそこで必要だということでやはりゴミ箱を漁
っていたことを思い出しました。 

やはり捨てた⽅からすれば「何うちの捨てたのをあんた持っていくのか」とか相当罵られ
たということがありました。この総務課の⽅としてもやはり他のセクショナリズムというか
縦社会ということで、理解してくれる⽂書管理担当はいましたが、やはり組織⽂化というこ
とも含めていろいろ調整がなかなかうまくいかなかったといういきさつがあるなかで、村歌
とか市歌とか町歌とか選考の応募、募集があってそういったものを職員研修の場でいろいろ
レクチャーさせていただいて、公⽂書管理の重要性を報告したこともありますが、やはり、
理解が得られませんでした。 

そういった中で市町村史編纂事務局の⽴場からいかに歴史として重要だということを訴え
ても総務の⽅あるいは総務は理解を⽰してくれたとしても他の建設課とかそういった課を横
断的にやはりコンセンサスというか、重要性を認識していただくためには、例えば沖縄市史
さんの取り組みとか市町村の枠を超えてこういう機会があったというのはすごく画期的だな
と思って意⾒を聞かせていただきました。 
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そこでやはり問題になるのがかき集めてきて評価、たぶん沖縄市史さんと同じ意⾒だと思
いますが、どれを捨てていいのかということが私はやはり不得⼿ですごく苦労したことがあ
りました。⾮常勤、嘱託だったので任期満了して後ろ髪惹かれる思いで別のところに移って
しまいました。 

まとまりのない話になりましたが是⾮、この評価選別あるいは県から公⽂書館に移管され
る際の苦労話みたいなものをお聞かせいただけると持ち帰って上司と共にひょっとしたら今
後の作戦も練っていけるのかなと考えています。すみませんまとまりがありませんがそうい
った組織⽂化のあり⽅を変えていくための何か秘策とか他の市村でこうやっているという取
組みがあれば、お聞かせ願いたいと思いながら聞いていました。どうも有難うございました。 
 
＜司会＞ 

コメント有難うございました。やはり庁舎内で体系的に仕組みを取り⼊れていく、今殆ど
ない中から作り上げていくというのはなかなか壁は⾼いことかと思います。先ほどお話しし
た南城市さんも、本⽇は⽂化課の⽅に来ていただいていますが、やはり総務課との温度差と
いうのが少しありますという話でした。その点について少しお話しいただいてもいいですか。 
 
＜南城市教育委員会⽂化課 新垣＞ 

先ほど仲本さんともお話ししたのですが、今⽇のシンポジウムに関して⼀応、総務の⽅に
は公⽂書館から多分この通知があったと思いますが、総務の⽅から気を利かしてくれて⽂化
課の⽅までこういうのがあるよと教えてくれて、それで私は来ました。 

⽂書担当ではないので南城市の⽂書管理はこうですとは⾔えませんが、南城市は今現状と
しては⽂書管理システムをまず導⼊したのがまだ２年ぐらい前で、それ以前というのは要す
るに個⼈がエクセルとかワードで作った起案⽂書でやっていて、この2年ぐらいで⽂書管理シ
ステムを導⼊したので⼀応起案する時の記録というのは全部残る形になったのはこの2年ぐら
いです。新庁舎に 2018 年 6 ⽉に移ったので⼀応その時に書庫も 3 階に結構広めに作って、あ
る程度温度湿度も管理しながら窓がすごく多くてとても⽇光が射さしていて管理できていな
いと思いますがそういう状況です。 

この資料の中にある⽂書取扱規程の永年、南城市の永年という⾵に保存年限がありますが、 
今のところ⽂書管理システム上もう永年はなく 30 年になっていて 30 年が上限でそのあと 10
年、5 年という形です。⽂書取扱規程⾃体はちゃんと直してなくて 30 年と有期ですが、その
後の年限が切れた後のことに関しては先回しで決めていない状態です。だから年限が切れた
らその後どうするみたいな取り決めは全くまずない、例規上まずないというのと他の市町村
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そこでやはり問題になるのがかき集めてきて評価、たぶん沖縄市史さんと同じ意⾒だと思
いますが、どれを捨てていいのかということが私はやはり不得⼿ですごく苦労したことがあ
りました。⾮常勤、嘱託だったので任期満了して後ろ髪惹かれる思いで別のところに移って
しまいました。 

まとまりのない話になりましたが是⾮、この評価選別あるいは県から公⽂書館に移管され
る際の苦労話みたいなものをお聞かせいただけると持ち帰って上司と共にひょっとしたら今
後の作戦も練っていけるのかなと考えています。すみませんまとまりがありませんがそうい
った組織⽂化のあり⽅を変えていくための何か秘策とか他の市村でこうやっているという取
組みがあれば、お聞かせ願いたいと思いながら聞いていました。どうも有難うございました。 
 
＜司会＞ 

コメント有難うございました。やはり庁舎内で体系的に仕組みを取り⼊れていく、今殆ど
ない中から作り上げていくというのはなかなか壁は⾼いことかと思います。先ほどお話しし
た南城市さんも、本⽇は⽂化課の⽅に来ていただいていますが、やはり総務課との温度差と
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＜南城市教育委員会⽂化課 新垣＞ 
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この資料の中にある⽂書取扱規程の永年、南城市の永年という⾵に保存年限がありますが、 
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年、5 年という形です。⽂書取扱規程⾃体はちゃんと直してなくて 30 年と有期ですが、その
後の年限が切れた後のことに関しては先回しで決めていない状態です。だから年限が切れた
らその後どうするみたいな取り決めは全くまずない、例規上まずないというのと他の市町村

 

さんがやっているように市町村史の担当職員が廃棄になった⽂書とかを集めるという管理、
恥ずかしながらやっていません。だから今システムが変わって 30 年で終わりになってその前
は永年というのが⼀応あったので永年で残っていたものはありますが、今のシステム上は年
限が切れたら残らないみたいなシステムになってしまっているのが⾃分は気になっていると
いうところです。 

また、今⽇のお話しを聞いていてやはり⼀番⼤事かなと思ったのは組織の機運です。⽂化
というのがやはり⼀番⼤事かなと思って⽂書担当でもない⾃分が⼀⼈で息巻いて何をできる
わけでもないですので、⼀番はやはり市の施策というか市の⽅針としてその⽂書管理、公⽂
書管理の条例を作るなり体制を作るなりというのにならないといけないのでやはりそこは、
⼀番は⾸⻑です。市町村⻑がそういう意識をもって上からトップダウンでそういう感じでや
ろうという⾵になるのが⼀番早いので、個⼈的にはタイミングをみて⾸⻑に公⽂書管理どう
ですかみたいな話をしようと⼀⼈で決意していたところです。ただそれだけです。有難うご
ざいます。 
 
＜⼩⾕＞ 

先ほどお話の中にありました有期限の 30 年にして全部捨てられると困るという点ですが、
その通りですね。やはりこれはあくまで保存期間が満了した時に、移管か廃棄かを評価選別
するという仕組みがセットになっていないと困るわけです。そうでないと 30 年経ったら全部
捨てられるということになりますから、これは永年よりかえって悪くなります。そういうこ
とにならないように、ちゃんと歴史公⽂書を移管する仕組みが要ります。先ほどから出てい
るように、どういうものを歴史公⽂書として残すかというルール、選別基準を作って、着実
にそれが残るようにしないと困るわけです。その辺の評価選別というのは⾮常に難しいので
すが、この点は私が専⾨職について話をしましたように、本当はアーキビストという専⾨職
が各⾃治体さんにもおられると⾮常によいわけですね。 

ところが⼀般の職員という位置付けですと、先ほど⾦武町さんのお話にもありましたよう
に、ある⽂書を市史編纂室で残そうとして、廃棄になった⽂書の中から拾い出した時に、他
の課の⼈からクレームが付くというようなことになります。そういうことになりますので、
本当は専⾨職を作って専⾨職が⾔うのなら、これはしょうがないね、というように各課から
納得が得られるようにします。そういう⾵に持っていくのが理想ですね。ただし、これは各
⾃治体で専⾨職が作れるかどうかという問題があります。と⾔うのは規模の問題があります
ので、規模の⼤きな⾃治体なら専⾨職を作るということも⽐較的やりやすいでしょうが、規
模が⼩さいとなかなか難しいと思います。 
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ですから、そういう場合は専⾨職に代わる、権威のある委員会を作って、各課もこの⽂書
を残すのは妥当だ、必要だという話にもっていく⽅法があると思います。例えば熊本県です。
47 都道府県の内でまだ 9 か所ぐらいしか条例化していませんが、熊本県はいち早く公⽂書管
理を条例化したところです。要するに熊本県のやり⽅は、廃棄を決定する時に、⾏政⽂書等
管理委員会という有識者委員会に諮るという⽅法です。有識者というのは、その地区の⼤学
の先⽣とか弁護⼠の⽅々ですね。そこで廃棄してよいかどうかをチェックしてもらうという
仕組みです。国の場合は、先ほど⾔いましたように内閣総理⼤⾂と協議をし、廃棄の同意を
もらうという仕組みになっていますが、そうではなくて熊本県の場合は専⾨の委員会で判断
してもらうというやり⽅です。 

皆さん⽅のところでそういう有識者の委員会ができるかどうかということもありますが、
公⽂書管理条例を作ればそういう委員会も作りやすいですね。また条例化しなくても⾃治体
の中に各課の代表に集まってもらい、歴史公⽂書検討委員会というような会議体を作る⽅法
もあります。⼀総務の担当者で決める、あるいは原課だけで決めるのではなく、何らかの委
員会で決めるという⽅法だと納得性が⾼いわけです。ですから、いろいろと⼯夫をする必要
があるということですね。 

事実、国の公⽂書管理法を作るときにこれと似たような話がありました。似たような話と
いうのは、先に⾔いましたように公⽂書館は基本的に公開する場所ですから、各省庁から歴
史公⽂書を国⽴公⽂書館にどんどん移管すると、公開したくない⽂書までどんどん公開され
るのでは、という⼼配が出てきたのです。そのため公⽂書管理法ではどうなったかというと、
⼀応各省庁からこの⽂書は公開して欲しくないという要望書を付けて出すと受け取った国⽴
公⽂書館はそれを尊重して慎重に公開か⾮公開かを決定するという、そういう仕組みにした
のです。ですから、いろいろな⼯夫を、県の公⽂書館と⼀緒になって考えられるとよろしい
かと思います。⼆⼈のお話を聞いていてそんな感想を持ちました。 
 
＜司会＞ 

有難うございます。レコードスケジュールというやり⽅以外にも本⼟の⾃治体では、有識
者による第三者委員会のようなものを設けてその⼈たちに歴史公⽂書というのを選別するガ
イドラインのようなものを作ってもらっているというやり⽅もあるということです。 

今⽇は参加者が少ないですが、公⽂書管理条例の条例化に少しでも芽が出ているというと
ころはありませんか。先ほどお話ししましたが今、全国の⾃治体で 23 団体です。もう、24 と
か25になっているかもしれませんが。昨年の時点で23です。都道府県で6つ、政令指定都市
で４つ、市で 10 です。あと町が 3 つということでトータル 23、村レベルではまだ⼀つもあり
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ません。今、沖縄ではどこも動いていません。 
先ほど⾔いました情報公開条例はとても⼤事で、だから全市町村がすでに制定しているの

だと思います。情報公開条例の重要性というのはよくわかっていて、地⽅⾃治体のほうが国
より先に取り組んで、国よりも先に情報公開条例を制定していますが、情報公開の基になる
のはちゃんと情報が管理されているというか、⽂書が管理されているということなので公⽂
書管理条例もとても⼤事です。住⺠受けすると⾔ったらちょっといやらしい⾔い⽅ですが条
例化はとても⼤事な取り組みで、まだ県内の⽅ではそういうことがないということなので、
どうですか、皆さん。持ち帰ってこの話を上司にやってみるとか。そこから何か芽が出て1年、
2 年後には作るという感じでできるといいのではないかと思いますが、どうでしょう。 
 
＜⻄原町総務課 友利＞ 

4 ⽉から⽂書の担当になってまだ内容を把握していない所も多くありますが、今⽇、話を聞 
いて感じたところをお話しします。 

⻄原町は基本的に元々永年⽂書、30 年とかあった保存年限を庁舎を移転した時にちゃんと
書庫を作って、⽂書を全部⼀旦30年ということにしました。毎年30年を経ったものについて
は廃棄をするかしないかということで原課の⽅に判断してもらって今のところ 30 年で廃棄を
すると決定したものを⽂化課の⽅で歴史的⽂書なのかどうか、残していくのかどうかという
ことで確認をしてもらって今のところ残していっているという形にはなります。 

30 年の時点でやはり廃棄しない、これは永年にするとなると、ずっと永年⽂書として書庫
の⽅に保管をし続けていってしまうのでこれはまあ現⽤⽂書としてずっと残っていくという
ことになるのかとちょっと今⽇感じて、ずっと情報公開の対象にもなるし書庫も置きっぱな
しにもなる、というところがちょっと気になりました。 

本来だったら 30 年で残すという⾵に決定した場合は歴史的⽂書として移管をするという⾵ 
にやった⽅がいいのかどうか、というところがちょっと気になりましたが教えていただけた
らなと思います。 
 
＜⼩⾕＞ 

それは、やはり移管をするというように、何か形をはっきりさせた⽅がいいです。そうで
ないとただ残している、書庫に置いておくだけなら永年と変わりません。ですから、きちん
と歴史公⽂書と位置づけを明確にして、それでちゃんと管理するセクションを決めないとい
けません。どこが管理するのか、市史編纂室、町史編纂室みたいなところがやるのか、ある
いは教育員会などで博物館とかあるいは図書館とか、そういう機能の中に持たせるのか、そ
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れはいろいろと⼀番適した⽅法を考えたらよいと思います。 
いずれにしても単に今まで永年で置いていたような形で書庫に積んでおくのではなく、別

な⽅法で、できれば保管場所も別に設け、管理セクションをはっきりさせるということです。
同時に保存措置ですが、カビ対策や防⾍対策など、それから電⼦⽂書などは特に温湿度管理
とか、そういういろいろな対策が必要になってきますから、そういうことのできるような保
存場所に置かないと意味がないということです。 

もう⼀つは、それを単に歴史公⽂書として置いておくというだけではなく、やはり利⽤し
てもらわないと話になりません。そこで住⺠の⽅にもっと利⽤してもらえるように、いわゆ
る公⽂書館という館はないが、この部署で公⽂書館と同じ機能を持つようにしましたので、
皆さん、ご⾃由に利⽤してくださいという PR も必要になってきます。そうすると住⺠の理解
も広がってきますから、いろいろな意味で応援もしてもらえるということになります。 

ですから、いろいろな点を考えて特別な管理をするということですね。そうしないといつ
まで経っても現⽤のままという扱いになります。そうすると情報公開の請求になるというこ
とにもなります。国の場合、情報公開法では歴史的な特別な管理がされているものは請求の
対象にならない例外になっています。皆さん⽅の情報公開条例も国の法律に倣っているとす
れば、これは役場によって違うと思いますが、そういう例外規定が⼊っていると思います。
そうなるためには公⽂書館か、それに準じた特別な管理がされていないとそのような例外と
はなりませんから、いろいろ不都合が出てくるということになります。 
 
＜司会＞ 

課題の共有ということでアンケートでは結構⼤きな質問項⽬でさせていただきました。そ
の結果、⼈⼿が⾜りないとか、予算がないとか、そういう回答が多かったのですが、まさに今
のような 30 年経った⽂書をどうするか、このようなものこそが真の課題なのかなと思います。 

ではこれをどうするかというのは、実際やっているところに話を聞いてみる。そして、そ
れにはこれだけの予算がかかるとか、どうしてもデータベースの構築が必要だとなったとき
に、それが⼀歩⼀歩前に進んでいくということなのかなと思います。今のように、具体的な
問題意識というか、これが困っていますというところからスタートしていく。私は今⽇の出
席者の⽅は凄く意識が⾼いなあという⾵に思っています。 

先ほどの話もありましたが、なかなか課題が⾒えないというのもあるでしょうし、ですか
らこういう形で具体的に出していくと、それを解決していくためにはどうしたらいいのかと
いうことで、物事が進んでいくのだと思います。 

そういう意味で、専⾨家の話を聞いたり、他の市町村の話を聞いたりということで、いろ
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らこういう形で具体的に出していくと、それを解決していくためにはどうしたらいいのかと
いうことで、物事が進んでいくのだと思います。 

そういう意味で、専⾨家の話を聞いたり、他の市町村の話を聞いたりということで、いろ
 

いろと刺激にもなればいいなと思います。それぞれ市町村でバックグラウンドも違いますし、
担当部署も違いますし、その組織の中での⾃分の役割というのもいろいろ違う皆さんがいら
していると思いますが、（豊⾒城市の⽅）何か感想でもいただいていいですか。 

 
＜豊⾒城市総務課 森⽥＞ 

本⽇は貴重なお時間をいただき有難うございます。公⽂書管理について深く考えるという
機会がなかなかないので本⽇参加させていただいて良かったと思っています。総務課に戻っ
た際にはこの今⽇受けた内容を課内で共有していけたらと思っています。 

豊⾒城市の課題としてこの保存⽂書の保管庫というのが、スペースが年々、保存⽂書が増
えていていっぱいになっているというところからこの永年保存をこの保存年限を短縮する必
要があるのではないかという意⾒が上がっています。そうなったときに保存年限を短縮する
ことが現状の課題の解決になるのかなと思っていましたが、それに加えて⾏政⽂書から歴史
公⽂書へ選別して保存していくこともまた後々のこの資料や必要になったときに後の⼈たち
に残せるというところの重要性を今⽇参加して感じたので、またこれも⼀つの考え⽅として
持ち帰ってまた共有していきたいと思いました。はい、以上の感想です。有難うございます。 
 
＜司会＞ 

有難うございます。我々に何かできることがあれば総務課の皆さん、⽂化課、教育委員会
とかがそういう歴史的⽂書を持っている⼈たちもいると思いますのでそういう⼈たちに、も
ちろんタッグを組んでということもあると思いますが、上司に話してくれということであれ
ば我々⾏きますので。 

（役場では）何か職員の研修会のようなものがあったりするんですね。 
 
＜⼤城＞ 

すみません。折⾓皆さん集まっていただいているので、私の⽅からひとつ聞きたいことが
あります。先ほど、保存スペースが⾜りない場合の対応についての話がありましたが、保存
⽂書量を減らす対策とは別に、保存スペースを増やす対策として、⺠間の貸倉庫等を活⽤し
ている市町村が、確かアンケートで８市町村あったと思います。実際に⺠間の貸倉庫や空き
庁舎を活⽤してはじめてわかるメリット、デメリットなどを是⾮、聞かせていただけないで
しょうか。アンケートで貸倉庫や空き庁舎を活⽤しているに〇をつけた市町村の⽅います
か？・・・残念です。いないですか。保存スペース対策のヒントになると思って聞いてみま
した。 
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＜司会＞ 
那覇市は歴史博物館もありまして、また市史編纂もしっかりされているところですし博物

館もあって⾮常にしっかりやられている⽅なのかなという⾵にみていますが、何かもしよろ
しければ共有していただけますか。 

 
＜＜那那覇覇市市歴歴史史博博物物館館  與與座座＞＞  

博物館に来て1年⽬です。⾏政職として働いていて、市史とか学芸員という職種の⽅たちが 
いて普通の⾏政の職場とは違って公⽂書についても⽂化財課の⽅で学芸員が選別して残して
いるという形をとっています。これが果たして本来のあり⽅なのかとかどのような仕事をし
ているのかがよくわからなくて今⽇参加しています。 

学芸員が選定を⼀⼈でやるので、本来のあり⽅はどうであるのかとか、あとは保存につい
ても真和志⽀所の⽅で保存していますが、そちらもきちんとした保存ではなくて温度とか本
当に湿度とかそういったのは全く管理されていない所での保存になっています。これで本当
にこれがまた活⽤、市⺠が⾒たいと⾔ったときに活⽤できる保存の⽅法なのかとかそういっ
た疑問があるということで今⽇参加しています。 

あと、保存⽂書とはちょっと違ってきますが那覇市の⽅では家譜というものを市史編集の
時に集めてたくさん持っています。那覇市はかなり広く持っていますが、個⼈的にはどこで
も⾒られるように、これは私だけの意⾒ですがどこでも⾒られるように置いたりした⽅がい
いのではないのかとか、あと法的な何か問題があるのかそこら辺もちょっとわからないので
すが家譜についても活⽤⽅法とか考えていく必要はあるのかと思っています。 

あと、公⽂書の管理は総務課の⽅がいいと資料の中で、このスケジュール型というのを是
⾮習っていきたいと思いますが、先ほどご講演された地域の歴史と公⽂書管理の P.82 のスラ
イド5の図、落穂拾い型、私たちもこの落穂拾い、みんながいらなくなったものを学芸員が選
んで選別して残しているという形ですが、スケジュール型というのが本当にここのところで
書いているのが⽂書の歴史的価値を原課で選別する、そのもっているところが選別する、ど
うやったらできるのかという点と教育委員会ではなくて総務課主導とする、なぜ総務課がや
ったほうがいいのかもちょっと教えてもらえたらと思います。 

みんな今仕事もいっぱいいっぱいでどこもやりたくない、やりたくないという中でなぜ総
務課がやる、という根拠というか話もできたら総務課とも連携はできるのかと思います。い
ろいろと思っていてとりとめがないのですが、かなり個⼈的にはいろいろな問題があるのか
と思っています。場所についても⼈についてもいろいろな問題があるのでどうしていったら
少しでも前に進むのかと思って今⽇参加しています。 
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＜司会＞ 
まず、なぜ総務課なのかというところですが、それは基本的に⽂書統括担当者というかそ

れが置かれているのが恐らくどこの市町村でも総務課だからです。だから⼩⾕さんのお話に
もありましたが、いわゆるアメリカでいうレコードマネージャーということで、これは各市
町村の全体の⽂書管理、現⽤だけではなくて、レコードスケジュールというのは⾮現⽤も含
めたライフサイクル全般を含めて⽂書管理に落とし込んでいきます。保存期間を決めて終わ
りではなく、保存期間を超えてさらに落し込んでいきます。それで、やはり教育委員会では
なくて⽂書管理担当がそのスキームを作っていくということなのかと思っています。 

ただし、原課の⽅で公⽂書、現⽤の公⽂書を、歴史的な価値があるのかどうかという判断
ができるのかというと、やはり⾮常に難しいと思います。そこでやはり教育委員会の専⾨家
を⼊れたり、あと有識者を⼊れたりということで組織として⾏政⽂書ファイル管理簿の中に
歴史公⽂書か否かというのを落とし込んでいくという作業になります。⼀担当者だけではな
くて、組織の意思決定として、例えば那覇市がつくる⾏政ファイルというのはこれだけあっ
て、そのうちのこれとこれは歴史⽂書として博物館に移管するという形でやっていくのです
が、そんな簡単ではないとはわかっています。これは私も先ほどお話ししましたが、歴史⽂
書を選別していくというのが我々公⽂書館の中でも多分⼀番難しい業務です。捨ててしまっ
たらもう終わりなので⾮常に責任のある業務ですが、そこはノウハウを蓄積していったり共
有していったりして、他の事例を参考にしながらやっていくことになるかと思います。 

恐らく似ていますよね、⾏政⽂書管理ファイル簿というのは。どこの市町村もファイル名
というのは似ているのではないかと思いますが、今問題になっているのはファイルの中で保
存期限が違うものが⼀つの簿冊にファイルにされているということで、それをそのまま移管
出来ないということです。これは分けて、ファイルの中で10年保存と30年保存は混ぜないと
いうような。だからファイルのやり⽅から変えていかないといけないということになってい
くのですが、なかなか難しくここでお⽰しすることはできません。⾮常に難しい、でも重要
な業務かと思います。本当にみんなで取り組んでいきましょう、ということです。 
 
＜⼩⾕＞ 

なぜ総務課か、というお話、ちょっと補⾜させてもらいますとこういうことだと思います。 
要するに⼀つは専⾨性です。他の原課と⽐べて⽂書管理について、あるいは廃棄とか移管と
か歴史公⽂書の評価選別とか、そういうことについての専⾨性が他の業務をやっている各原
課よりも⾼い、という専⾨性が⼀つです。 

もう⼀つは第三者性ですね。原課ですといろいろと差し障りがある可能性があります。こ
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の⽂書は残したくないとか、例えば失敗事例なんか残したくないわけですね。しかし全庁的
に⾒れば、ある課の失敗事例というのは⾮常に参考になる。逆に失敗に学んで今後そういう
失敗をしないように活かさないといけないのです。失敗をおかした課はいやかもしれないけ
れど、全庁的には残さなくてはいけない資料かもしれません。そのような第三者性というこ
とを考えると、中⽴的な総務課がやる⽅がよいということだと思います。 

それをもっと推し進めると総務課ではなく、⽂書管理課とか、本当に⽂書管理を専⾨にや
る課があれば⼀番いいわけです。だけどそこまではなかなかいかないので、現状は総務課の
中に担当者を置いてやるという⽅法になっていると思います。 

理想は、そういう⽂書管理課みたいな課を設ける、あるいはそこまでいかないのならいわ
ゆる専⾨職を⼀⼈でもいいから置くということです。専⾨職ということは専⾨性が当然⾼く
ないと専⾨職といえないわけですし、⽂書管理の専⾨職としていわゆる全庁的な⽴場、第三
者的な⽴場から判断ができます。ですから⼤事なことは専⾨性と第三者性、その⼆つだと思
います。 

例えば、今話題の「桜を⾒る会」の実際の所管としてやり⽟に挙がっているのは内閣府で
す。内閣府の⼈がこれは1年未満なので適正に捨てましたと国会で答弁していました。しかし
実は内閣府の中に全省庁の公⽂書管理を取り仕切っている公⽂書管理課があります。同じ内
閣府の中に公⽂書管理の司令塔といわれるセクションがあるのでおかしな話なんですね。だ
からそういう⾵にその⽴場、⽴場で全然違った答えが出てくる。そこでやはり第三者性とい
うものが必要となるわけです。そういう意味で先ほどお話しました歴史公⽂書として移管か、
あるいは廃棄かという評価選別に関しても、総務課の⼀担当者で決めるよりも、⽂書管理委
員会といった何らかの委員会で決める⽅が第三者性が保たれるということです。その意味で、
弁護⼠や⼤学の先⽣がメンバーの有識者会議であれば、それだけ権威のある意⾒が聞けると
いうメリットもあります。そういうことだと思います。 

先ほどお話の中に学芸員のことが出ていました。本当は⽂書管理の専⾨職であるアーキビ
ストとかレコードマネジャーを作るべきですが、今のところ、そういう専⾨職は少なく、特
にレコードマネジャーなどは殆どいないし、アーキビストも数が限られています。そうであ
れば学芸員は⽂書管理の専⾨職にやや似ています。歴史的なものを扱う、博物館などは特に
そうです。それで学芸員を登⽤するという例が実際にありますが、本来は学芸員とアーキビ
ストは役割がちょっと違います。学芸員というのはあくまで博物館とか美術館とかそういう
ところの専⾨職なんですね。 

ですから本当は⽂書管理の専⾨家を置いていただくのが理想です。しかしそのような専⾨
職を置くのは、予算的な問題や⼈材不⾜ということから、実際はなかなか難しいということ
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です。その対策として私が前から考えていることがあります。例えば、皆さん⽅⽂書管理担
当者、今⽇来られている⽅はそういう⽅だと思いますが、中には最近4⽉になられたという⽅
もいらっしゃいました。そういう皆さん⽅にお聞きしますが、皆さん⽅が今の担当になられ
た時に、前任者から何か参考になる引継ぎを受けていますか？ということです。例えば⽂書
管理のマニュアルみたいなもの、個⼈的なものでもいいです。通り⼀遍の引継ぎ書ではなく
て、こういう問題があった時に、こういう対応をしたという記録とか、いい経験をした事例
とかノウハウとか、そういうものをちゃんと引継いでいますでしょうか。恐らく、あまりそ
ういうことはされていないのではないかと思いますが、いかがですか。 
 
＜⻄原町総務課 友利＞ 

そうですね。マニュアルとかやっぱり引継ぎはありますが、ノウハウとかそういうこの具
体的にどういったものがいいとか悪いとかについてはないです。 
 
＜⼩⾕＞ 

ですからできるだけ、そういう⾵にしていろいろな事例やノウハウを蓄積して、個⼈的な
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か知識、経験を何か⼀つの⽇記帳でも、名前は何でもいいですが、記録に残すということで
す。そして今度、皆さん⽅がローテーションで異動する時に、次の担当者にこれを引き継い
でいく。そうすれば後任者は⼤変参考になるし、それが代々積み重なると⾮常にいいマニュ
アルになってくるわけです。 

そういうやり⽅で、専⾨性を⾼める、ノウハウを⾼めるということを努⼒していかないと
今の市町村も国もそうですが、ローテーション⼈事のため 2，3 年で変わります。他のセクシ
ョンに異動になると、はいさよならで、単にハンコだけぽんと押して形式的な引継ぎはやる
と思いますが、そういうノウハウの引継ぎはなかなかされない。そこを改善していかないと
なかなかノウハウは⾼まっていきません。そういうことを是⾮やっていただきたいと私は思
っているわけです。 

 
＜司会＞ 

お時間がきてしまいましたが、先ほどの那覇市の⽅のご質問、本当に本質をついているなと
思っています。みんな業務に忙しい、誰もやりたがらないというのはウチアタイしています。 
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うちの⽂化振興会もやはりそういう⾵な感じで、普段はもういろいろな⾏事をやったりと
か業務、ノルマ抱えて評価選別何千箱、整理何千箱という⾵な形でやっていて、毎⽇毎⽇仕
事で追われる中で、そこで作り出されてくるファイリングをこうやって、スケジュールやっ
て、これは永久保存、これは廃棄、とかいってやっていくのは本当に⼿間暇がかかります。
だからなかなか進まない。 

私のスライド 8（P.83）の図で「⽂書管理は⾏政にとって重要な業務なのか？」というちょ
っと反語的な書き⽅をしていますが、これはもう実際に外務省の公開推進委員会に参加した
時に「外交官になるために外務省に⼊ったのであって情報公開を受けて毎⽇毎⽇、⽂書の開
⽰、請求に追われてもう⼤変、若い外交官たちが可哀そうだ」ということで先輩の局⻑たち
が⾔っていました。やはりどの⾏政機関というのも、こういう⾔い⽅は差⽀えがあるかも知
れませんが、「本務」というかこれがやっぱり⼤事、これを推進していくというのが本当に⼀
番⼤事なことで、そこから派⽣してくる⽂書をどうやって管理していくかは、どうしても後
回しになってしまうということです。とはいえ、やはりこの組織にとって記録をしっかり残
していくことが⻑い⽬で⾒るとメリットになる。私のスライド 9（P.84）の図に書いてありま
すが、⽂書管理担当者に託される役割、⼿間暇というのは「必要経費」ではないかという⾵
に思っています。 

時間となりました。まだいろいろ聞きたいこともあるのかもしれませんが、先ほどもお話
ししましたように、今⽇はあくまでも第⼀歩ということで、お互い情報共有しながら知恵を
出し合いながらやっていけたらという⾵に思っております。是⾮また⼀歩⼀歩継続、みんな
で⼒を合わせて知恵を出し合いながら⾼めていくような感じにしていければと思います。今
⽇、いろいろな提案もいただいていますので、こういったものを具体化させられるようにで
きたらなあという⾵に思っています。本⽇はほんとに年度末のお忙しい中有難うございまし
た。これでディスカッションの時間を閉めたいと思います。有難うございました。 
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